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平成 23年(2011 年)東北地方太平洋沖地震(東日本大震災)について 

 
                                         平成２３年５月２６日（１７：００） 

緊 急 災 害 対 策 本 部 

概           要 

※数値等に記載した増減は、前報との比較である。 
１ 地震の概要（気象庁） 

（１）発生日時 平成２３年３月１１日（金）１４時４６分頃 

（２）震源及び規模（推定） 

    三陸沖（北緯38.1度、東経142.9度、牡鹿半島の東南東130㎞付近） 

      深さ約２４㎞、モーメントマグニチュード Ｍw９．０ 

（３）各地の震度（震度６弱以上） 

      震度７  宮城県北部 

      震度６強 宮城県南部・中部、福島県中通り・浜通り、茨城県北部・南部、 

            栃木県北部・南部 

      震度６弱 岩手県沿岸南部・内陸北部・内陸南部、福島県会津、群馬県南部、 

           埼玉県南部、千葉県北西部 

（４）津波 

      ３月１１日１４時４９分 津波警報（大津波）を発表 ※現在は津波注意報も解除 

      津波の観測値（検潮所） 

      ・えりも町庶野 最大波 １５：４４ ３．５m 

      ・宮古     最大波 １５：２６ ８．５m以上 

      ・大船渡    最大波 １５：１８ ８．０m以上 

      ・釜石     最大波 １５：２１ ４．１m以上 

      ・石巻市鮎川  最大波 １５：２５ ７．６m以上 

      ・相馬     最大波 １５：５１ ９．３m以上 

      ・大洗     最大波 １６：５２ ４．２m 

 

２ 政府の主な対応（初動対応） 

  ３月１１日 １４：５０ 官邸対策室設置、緊急参集チーム招集 

               １５：００ 緊急参集チーム協議開始 

               １５：１４ 緊急災害対策本部設置（本部長：内閣総理大臣） 

               １５：３７ 第１回緊急災害対策本部開催 

                      「災害応急対策に関する基本方針」策定 

                      （以後、５月２０日までに合計１７回開催） 
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３ 被害状況等 

（１）人的被害 

    ア 死者    １５，２３４名       （＋４６名）  

    イ 行方不明   ８，６１６名      （－１２６名） 

    ウ 負傷者    ５，３３９名        （＋２名） 

（２）建築物被害 

    ア 全壊   １０２，８８６戸    （＋４，８７０戸） 

    イ 半壊    ５８，５１８戸    （＋７，６５０戸） 

    ウ 一部損壊 ２８７，７３９戸   （＋１４，０７６戸） 

 

  

４ 被災者支援の状況 

（１）避難者   １０２，４８４名    （－６，１８８名） 

（２）仮設住宅等の状況 

応急仮設住宅の着工戸数 

３５,０６８戸着工済み（うち１７，３９７戸完成）、３，３９４戸着工予定 

国家公務員宿舎、公営住宅等の受入可能戸数  ５４，５７５戸 

（うち９，６３２戸提供済み） 

（３）被災者の救助活動状況 

救出等総数   ２６，７０７名   （－１名） 

 

５ 部隊派遣等の状況 

（１）警察庁 

    ア 広域緊急援助隊等（活動中の人員）            ：約４，２００名 

    イ 広域緊急援助隊等（これまでに派遣された総数）：約４２，０００名 

（２）消防庁 

    ア 緊急消防援助隊実派遣部隊（活動中の人員・隊数）： 

２２隊     ８６名 

    イ 緊急消防援助隊実派遣部隊（これまでに派遣された人員・隊数）： 

約７，５００隊 約２８，４００名 

（３）海上保安庁 

    ア 活動中の対応勢力：巡視船艇等 ５４隻、航空機 １９機、特殊救難隊等１６名

    イ これまでの対応勢力総数： 

巡視船艇等 ４，１４３隻、航空機 １，４６９機、特殊救難隊等１，４３０名
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（４）防衛省 

      約８２，１００名の派遣規模（これまでの最大派遣規模 約１０７，０００名）

    ア 陸上自衛隊   約６２，０００名 

    イ 海上自衛隊     約８，４００名 

    ウ 航空自衛隊   約１１，４００名 

    エ 原子力災害派遣部隊 約３００名 

（５）厚生労働省 

    ア 医師等の派遣 ８３チーム 

    イ 保健師派遣  １０５チーム 

 

 

６ 海外支援の受入れ状況 

（１）米軍による支援 

    ア 空母・艦船 約  ２０隻 

    イ 航空機     約１６０機 

    ウ 人員       約２０，０００名以上 

（２）外国による支援 

   ア 海外支援 １５７ヶ国・地域及び４２の機関が支援を表明 

   イ 救助隊     ２８ヶ国・地域・機関から受入れ（現在２ヶ国１機関が活動中） 

    ウ 救援物資   ５５ヶ国・地域・機関から受入れ 

    エ 寄付金     ８０ヶ国・地域・機関から受領 
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１．地震の概要（気象庁） 

 平成 23年（2011 年）東北地方太平洋沖地震  

（１）発生日時  平成２３年３月１１日１４時４６分頃 

（２）震源及び規模（推定） 

三陸沖（北緯３８．１度、東経１４２．９度、牡鹿半島の東南東１３０ｋｍ付近）、 

深さ 約２４ｋｍ、モーメントマグニチュード Ｍw９．０ 

断層の大きさ：長さ約４５０ｋｍ、幅約２００ｋｍ 

断層のすべり量：最大２０～３０ｍ程度 

震源直上の海底の移動量：東南東に約24ｍ移動、約３メートル隆起 

（海上保安庁４月６日発表） 

（３）各地の震度（震度５強以上） 

震度７  宮城県北部 

震度６強  宮城県南部・中部、福島県中通り・浜通り、茨城県北部・南部、 

   栃木県北部・南部 

震度６弱  岩手県沿岸南部・内陸北部・内陸南部、福島県会津、群馬県南部、 

   埼玉県南部、千葉県北西部 

震度５強  青森県三八上北、岩手県沿岸北部、秋田県沿岸南部・内陸南部、 

山形県村山・置賜、群馬県北部、埼玉県北部、千葉県北東部・南部、 

東京都２３区、新島、神奈川県東部、山梨県中部・西部、 

   山梨県東部・富士五湖 

（４）津   波 

○ ３月１１日１４時４９分 津波警報（大津波）発表 

○ ３月１３日１７時５８分 津波注意報全て解除 

津波の観測値（検潮所） 

えりも町庶野 最大波 １５：４４ ３．５ｍ 

宮古   最大波 １５：２６ ８．５ｍ以上 

大船渡  最大波 １５：１８ ８．０ｍ以上 

釜石   最大波 １５：２１ ４．１ｍ以上 

石巻市鮎川  最大波 １５：２５ ７．６ｍ以上 

相馬   最大波 １５：５１ ９．３ｍ以上 

大洗   最大波 １６：５２ ４．２ｍ 

 

津波の観測値（ＧＰＳ） 

岩手釜石沖     最大波 １５：１２  ６．８ｍ 

宮古沖          最大波 １５：１２  ６．３ｍ 

気仙沼広田湾沖 最大波 １５：１４ ６．０ｍ 

※上記は沖合での観測地であり、沿岸では津波はさらに高くなる。 

 

（５）余震の活動状況及び今後の見通し（気象庁5月 26日 15:00） 
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○余震の活動状況 

これまでに発生した余震は、最大震度６強が２回、最大震度６弱が２回、最大震度５

強が６回、最大震度５弱が２４回、最大震度４が１１５回。 

○余震の見通し 

余震は、次第に少なくなってきているが、今後も、まれにおおきな余震が発生するこ

とがある。震源が沿岸域や陸域の場合、規模が小さくとも最大震度５弱以上の揺れに

なる可能性があり、注意が必要。大きな余震が発生すると津波が発生する可能性があ

る。海岸で揺れを感じた場合、また、揺れを感じなくても津波警報・注意報が発表さ

れたら、直ちに海岸から離れ高台等の安全な場所に避難すること。 

なお、余震活動地域の外側の静岡県東部、長野県北部、秋田県内陸北部、茨城県南部

でも震度５強以上の地震が発生している。このように、余震活動地域の外側でも地震

活動が高まっていると考えられるので、常日頃から地震への備えが必要。 

 

（６） 東北地方の太平洋側と関東地方の気象の今後の見通し（気象庁5月 26日 17:00） 

東北地方の太平洋側と関東地方では、これから６月２日にかけて気圧の谷や前線の影響

を受ける。２７日、東北地方の太平洋側は曇りだが、関東地方は曇り時々雨で、２８日か

ら３０日にかけては雨の降る所が多い見込み。その後も２日にかけて、曇りの日が多い見

込み。 

最高気温・最低気温は、６月２日にかけて平年並みか平年より低い見込み。最低気温は、

３０日にかけて平年並みか平年より高いが、その後は２日にかけて平年並みか平年より低

い見込み。 

なお、猛烈な強さの台風第２号がフィリピンの東海上にあり、今後の動きに注意。 

 

 長野県北部を震源とする地震  

（１）発生日時  平成２３年３月１２日０３時５９分頃 

（２）震源及び規模（推定） 

長野県北部（北緯３７．０度、東経１３８．６度）、震源の深さは約８ｋｍ（暫定値）

マグニチュード６．７（暫定値） 

（３）各地の震度（震度５強以上） 

震度６強  長野県北部 

震度６弱   新潟県中越 

震度５強   群馬県北部、新潟県上越 

 

 静岡県東部を震源とする地震  

（１）発生日時  平成２３年３月１５日２２時３１分頃 

（２）震源及び規模（推定） 

静岡県東部（北緯３５．３度、東経１３８．７度）、深さ 約１４ｋｍ（暫定値） 

マグニチュード６．４（暫定値） 

（３）各地の震度（震度５強以上） 

震度６強  静岡県東部 
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震度５強  山梨県東部・富士五湖 

 

 宮城県沖を震源とする地震  

（１）発生日時  平成２３年４月７日２３時３２分頃 

（２）震源及び規模（推定） 

宮城県沖（北緯３８．２度、東経１４１．９度、牡鹿半島の東４０km付近）、震源の 

深さ 約６６km、マグニチュード７．１（暫定値） 

※今回の地震は「平成23年（2011年）東北地方太平洋沿岸地震」の余震と考えられる。 

（３）各地の震度（震度５強以上） 

震度６強  宮城県北部、中部（仙台市、栗原市） 

震度６弱  岩手県沿岸南部、内陸北部、内陸南部 

宮城県南部 

震度５強  青森県三八上北 

秋田県沿岸南部、内陸南部 

福島県中通り、浜通り 

（４）津波警報の概要 

２３：３５ 津波警報発令 → ００：５５全て解除（津波による被害等なし。） 

＜津波警報＞ 

宮城県 

＜津波注意報＞ 

青森県太平洋沿岸、岩手県、福島県、茨城県 

 

 福島県浜通りを震源とする地震(4月 11日)  

（１）発生日時  平成２３年４月１１日１７時１６分頃 

（２）震源及び規模（推定） 

福島県浜通り（北緯３６．９度、東経１４０．７度、いわきの西南西約３０ｋｍ付近）、

深さ 約６ｋｍ、マグニチュード７．０（暫定値） 

※今回の地震は、「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」の余震と考えられる。 

（３）各地の震度（震度５強以上） 

震度６弱  福島県中通り・浜通り、茨城県南部 

震度５強  茨城県北部、栃木県北部 

（４）津波警報の概要 

１７：１８ 津波警報発令 → １８：０５全て解除（津波による被害等なし。） 

＜津波警報＞          

茨城県            

＜津波注意報＞ 

宮城県、福島県、千葉県九十九里・外房 

 

 福島県浜通りを震源とする地震(4月 12日)  

（１）発生日時  平成２３年４月１２日１４時７分頃 
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（２）震源及び規模（推定） 

福島県浜通り（北緯３７．０度、東経１４０．７度、深さ 約１０ｋｍ 

マグニチュード６．３（速報値） 

（３）各地の震度（震度５強以上） 

震度６弱  福島県浜通り、茨城県北部（いわき市、北茨城市） 

震度５強  福島県中通り 

（４）津波予報 

津波の心配なし。 

 

２．政府の主な対応  

３月１１日 

・１４：５０ 官邸対策室設置、緊急参集チーム招集 

・総理指示（１４：５０） 

①被災状況の確認 

②住民の安全確保、早期の避難対策 

③ライフラインの確保、交通網の復旧 

④住民への的確な情報提供に全力を尽くすこと。 

 

・１５：００ 緊急参集チーム協議開始 

・１５：０８  緊急参集チーム協議確認事項 

１．被害情報の収集に万全を期すとともに、人命救助を第一義として、住民の避難、被災者の 

救援救助活動に全力を尽くす。  

２．被害の状況に応じ、緊急消防援助隊、警察広域緊急援助隊、自衛隊の災害派遣部隊、海上 

保安庁の救援救助部隊、災害派遣医療チーム（DMAT）等による被災地への広域応援を行い、 

被災者の救援・救助をはじめとする災害応急対策に万全を期す。  

３．災害応急対策の実施にあたっては、地方自治体と緊密な連携を図る。 

４．被災地の住民をはじめ、国民や地方自治体、関係機関が適切に判断し行動できるよう、的 

確に情報を提供する。 

５．災害応急対策を政府一体となって推進するための緊急災害対策本部の設置に向けて準備を 

進める。 

 

・１５：１４ 緊急災害対策本部設置 

・総理指示（１５：２７） 

 自衛隊は最大限の活動をすること。 

 

・１５：３７ 第１回緊急災害対策本部（１５：５６終了） 

災害応急対策に関する基本方針 
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本日１４時４６分頃に発生した地震は、東北を中心に北海道から関東地方にかけての広い範囲を中

心に、地震動、津波等により、激甚な被害が発生している模様である。さらに、今後の余震により、

被害が拡大する可能性も考えられる。 

このため政府として、以下の基本方針に基づき、地方自治体と緊密に連携し、被災者の救援・救助

をはじめとする災害応急活動に総力をあげて取り組むとともに、国民生活及び経済活動が早期に回

復するよう全力を尽くす。  

１．災害応急活動が円滑に行えるよう、関係省庁は情報の収集を迅速に行い、被害状況の把握 

に全力を尽くす。 

２．人命の救助を第一に、以下の措置により被災者の救援・救助活動、消火活動等の災害応急 

活動に全力を尽くす。 

(1) 全国から被災地に、自衛隊の災害派遣部隊、警察広域緊急援助隊、緊急消防援助隊、 

海上保安庁の部隊及び災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）を最大限派遣する。 

(2) 応急対応に必要な人員、物資等の緊急輸送路を確保するため、高速道路や幹線道路等 

の通行路の確保に全力を挙げる。 

(3) 救援・救助活動等の応急対策を適切に進めるため、必要に応じて航空情報（ノータム） 

の発出等により、関係機関、関係団体の協力の下、被災地上空及びその周辺空域にお 

ける航空安全の確保を図る。 

３．被災地住民の生活の復旧等のため、電気、ガス、水道、通信等のライフラインや鉄道等の 

交通機関の復旧に全力を挙げる。 

４．応急対応に必要な医療物資、食糧、飲料水及び生活必需品、並びに緊急輸送路・ライフラ 

イン等の復旧のための人員、物資を確保するため、全国からの官民一体となった広域応援体制

を確保する。 

５．被災地の住民をはじめ、国民や地方自治体、関係機関が適切に判断し行動できるよう、的 

確に情報を提供する。 

 

・１６：００過ぎ 第２回緊急災害対策本部（１６：２２終了） 

・１６：２５ 官房長官指示 

１．全省庁の政務三役は、全員自省庁に登庁のこと。 

２．現在、地方にいる政務三役については、直ちに東京に戻ること。ただし、東北地方に滞在して

いる三役については、現地の状況を把握し、連絡すること。 

 

・１６：５４ 総理大臣記者発表 

・１６：５７ 官房長官記者会見（１７：１２終了） 

・１７：３９ 官房長官記者会見（１７：４４終了） 

・１８：２０ 防災担当大臣指示 

関係機関に、沿岸の車両運転者等に対しカーラジオを聞くよう呼びかけすること。 

 

・１８：４２ 政府調査団を宮城県に向け派遣 

・１９：２３ 第３回緊急災害対策本部（１９：３８終了） 

・１９：４５ 官房長官記者会見（１９：５６終了） 
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・２０：１０ 官房長官指示 

帰宅困難者の対策に全力をあげるため、駅周辺の公共施設を最大限活用するよう全省庁は全力を尽く

すこと。 

 

・２１：０５ 政府調査団、宮城県庁到着 

・２１：５２ 官房長官記者会見（２２：０１終了） 

・２２：００ 防災担当大臣指示 

○ 各機関においては、明日、どういう救助をすべきかをよく考えて対応願いたい。例えば、 

山側、海側で違うはず。海側がより大変だ。どう助けるのか。ボートでやるのか。緊急に助けな

いといけないのは、どこなのか、などよく考えていただきたい。 

○朝一番から適切な対応を願いたい。 

 

３月１２日 

・００：１５ 官房長官記者会見（００：３５終了） 

・０３：１２ 官房長官記者会見（０３：３２終了） 

・０６：００ 宮城県に緊急災害現地対策本部を設置 

・０８：３０ 第４回緊急災害対策本部会議の開催 

・０８：５３ 政府調査団を岩手県に向け派遣 

・０９：１８ 政府調査団を福島県に向け派遣 

・０９：３５ 官房長官記者会見（１０：１４終了） 

・１１：３６ 第５回緊急災害対策本部会議の開催 

・１５：００ ５大臣会合（国家公安委員会委員長、国土交通大臣、総務大臣、防衛大臣、 

防災担当大臣） 

・１７：４７ 官房長官記者会見（１８：２０終了） 

・２０：３２ 総理大臣メッセージ（２０：４１終了） 

・２０：４１ 官房長官記者会見（２１：０８終了） 

・２１：４０ 第６回緊急災害対策本部会議の開催 

総理指示 

人命救助を強力に進めるため、 

 １．特に孤立者の救助活動に自衛隊の部隊を積極的に投入するなど、広域応援態勢の強化を図る

とともに、 

 ２．役場の機能が失われているような自治体へのサポートの強化に取り組んでいただきたい。 

 

・閣議により「東北地方太平洋沖地震による災害」について全国を対象とする激甚災害に指

定 

３月１３日 

・０８：０９ 官房長官記者会見（０８：３０終了） 

・０８：３０ 緊急参集チーム協議再開 

協議結果 



11 / 104 

本事案における部隊運用について、以下の優先順位に基づき活動を実施する 

１ 生存者の捜索及び救出 

倒壊家屋が多くある地域に対して、陸上部隊を重点的に投入し、生存者を救出。 

震度分布と家屋倒壊・土砂崩れの把握状況等とを照合した上で、航空部隊を活用 

２ 孤立者対策 

孤立者に対しては、航空部隊を活用し、医療の提供が必要なものについては医療機関への搬送、

水・食糧・防寒具等が不足している地域については、当該物資の輸送を行う。 

３ 未捜索地域の割り出し及び捜索 

津波や火災の被害が甚大であるため未だ捜索が十分に行われていない地域については、航空部

隊を活用するとともに、捜索の障害を速やかに除去し、捜索を実施する。 

４ 遺体収容 

津波や火災等による死亡者の遺体については可及的速やかに収容する。 

 

・０９：３２ 第７回緊急災害対策本部会議の開催 

・１１：０２ 官房長官記者会見（１１：２０終了） 

・１５：２７ 官房長官記者会見（１５：５５終了） 

・１６：５１ 官房長官記者会見（１７：１２終了） 

・１９：４９ 総理大臣メッセージ（１９：５８終了） 

・１９：５８ 官房長官記者会見（２０：１４終了） 

・２０：１４ 経済産業大臣記者会見（２０：１９終了） 

・２０：１９ 節電啓発担当大臣記者会見（２０：２２終了） 

・２１：０１ 第８回緊急災害対策本部会議の開催 

・２１：３８ 電力需給対策本部会議の開催 

・２２：３０ 防災担当大臣指示 

津波警報等は解除されたが、海の近くで活動するものは、余震による津波を常に警戒し、無線、ラ

ジオを常時聞き、避難路の確保など、十二分に注意すること。 

 

３月１４日 

・０５：１５ 官房長官記者会見（０５：３５終了） 

・０５：５０ 緊急災害対策本部全省庁徹底事項 

  本日（３月１４日）より計画停電が始まる。これにより様々な支障が生じることとなる 

が、各省庁の業務及び所管の事業においても、これらの支障を最小限とするため、 

 各省庁内及び所管の事業者・関係団体に対して 

  １．徹底した節電 

  ２．支障が生じる場合においても、それを最小限に抑制するための方策の検討と早急な 

実施 

について、本日午前中に徹底すること。 

 

・０９：３３ 第９回緊急災害対策本部会議の開催 

・１０：００ 電力需給対策本部会議の開催 
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・１０：５６ 官房長官記者会見（１１：１５終了） 

・１１：４０ 官房長官記者会見（１１：４４終了） 

・１２：３９ 官房長官記者会見（１２：５３終了） 

・１６：１６ 官房長官記者会見（１６：４８終了） 

・２１：０３ 官房長官記者会見（２１：３６終了） 

・閣議により、被災地域に対する物資支援について予備費の使用を決定。 

対象地域：岩手県、宮城県、福島県 予備費総額：約３０２億円 

３月１５日 

・０５：３９ 官房長官記者会見（０６：００終了） 

・０６：４２ 官房長官記者会見（０６：４５終了） 

・１１：０１ 総理大臣メッセージ（１１：０６終了） 

・１１：０７ 官房長官記者会見（１１：２９終了） 

・１２：３３ 第１０回緊急災害対策本部会議の開催 

・１６：２２ 官房長官記者会見（１６：４６終了） 

３月１６日 

・１１：１５ 官房長官記者会見（１１：４４終了） 

・１６：００ 第１１回緊急災害対策本部会議の開催 

・１７：５６ 官房長官記者会見（１８：２４終了） 

・２１：４０ 防災担当大臣指示 

○ 明日以降は捜索救助活動とともに、避難所における生活面のケアに相当の力を注ぐ。 

○ 避難所の状況をよく把握し、「何か起きたらこうする」ということを事前によくシュミレーション

せよ。 

  近隣の公共施設や医療機関をよく調べておくこと。 

○ 医療や、高齢者・子供・妊産婦など要援護者へのケアが重要。 

  厚労省が大きな役割を担う。 

○ 生じてくる様々な課題について、内閣府防災が各省に担当を割り振る。担当する各省が自己完結的

に責任を持って処理すること。 

  チームを組んで、必要があれば政務官クラスを入れて。 

○ 被災者だけではなく、自衛隊、警察、消防などの救助部隊にもＰＴＳＤが出るだろう。その対応を

用意しなければならない。 

○ 阪神淡路大震災の際は、救出後に多くの方が亡くなっていることを踏まえ、同様の事態が再び起き

ることを防ぐ必要がある。 

 

３月１６日 閣議により「災害対策基本法施行令の一部を改正する政令」を制定し、地方債 

発行の特例措置（発行要件、償還期限）を実施 

３月１７日 

・１１：３０ 官房長官記者会見（１２：０３終了） 

・１８：００ 第１２回緊急災害対策本部会議の開催 

○緊急災害対策本部の体制強化 

被災者の支援をより一層円滑に進めるため、副本部長に総務大臣、防衛大臣を追加。 
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○被災者生活支援の体制強化 

東北地方太平洋沖地震による被災者の生活支援が喫緊の課題であることにかんがみ、政府における

体制の一層の強化を図るため、平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震緊急災害対策本部の下に、

被災者生活支援特別対策本部を置く（緊急災害対策本部長決定）。 

１ 主な任務 

ア 孤立した避難場所等の解消 

イ 被災地への物資の輸送、補給 

ウ ライフラインの復旧 

エ 仮設住宅の建設 

オ 被災廃棄物の処理 

カ 遺体収容・埋葬対策 

キ 被災者・避難者の受入対策 

など被災者の生活支援に関し、関係行政機関、地方自治体、企業等関係団体等との調整を行い、

総合的かつ迅速に取り組む。 

２ 構成員 

本部長    松本防災担当大臣 

本部長代理  片山総務大臣 

副本部長   平野内閣府副大臣（事務局長兼務） 

       仙谷内閣官房副長官 

事務局    内閣府に各省から構成される担当事務局を新設 

３ 初動対応との緊密な連携 

緊急災害対策本部の初動対応チーム（官邸危機管理センター）との緊密な連携を図る。 

 

・１８：４２ 官房長官記者会見（１９：２０終了） 

３月１８日 

・１０：５５ 官房長官記者会見（１１：３４終了） 

・１６：４８ 官房長官記者会見（１７：３３終了） 

・２０：１３ 総理大臣メッセージ（２０：２８終了） 

３月１９日 

・１６：０７ 官房長官記者会見（１６：５４終了） 

３月２０日 

・１６：３１ 官房長官記者会見（１７：１５終了） 

３月２１日 

・１６：０３ 第１３回緊急災害対策本部会議開催（１６：４２終了） 

・１７：５８ 官房長官記者会見（１８：３９終了） 

３月２２日 

・１１：１０ 官房長官記者会見（１１：３６終了） 

・１６：３６ 官房長官記者会見（１６：５３終了） 

３月２３日 

・１１：０３ 官房長官記者会見（１１：３２終了） 
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・１７：０７ 官房長官記者会見（１７：４９終了） 

３月２４日 

・１１：０３ 官房長官記者会見（１１：２３終了） 

・１６：１１ 官房長官記者会見（１６：４１終了） 

３月２５日 

・０７：５０ 第３回電力需給緊急対策本部会議（０８：１０終了） 

・１１：４６ 官房長官記者会見（１２：１５終了） 

・１６：００ 官房長官記者会見（１６：４０終了） 

・１９：３３ 総理大臣メッセージ（１９：４８終了） 

３月２６日 

・１６：１８ 官房長官記者会見（１６：３１終了） 

３月２７日 

・１６：０８ 官房長官記者会見（１６:２８終了） 

３月２８日 

・１１：３０ 官房長官記者会見（１１：５７終了） 

・１５：５８ 官房長官記者会見（１６：１６終了） 

３月２９日 

・０９：５０ 官房長官記者会見（１０：０６終了） 

・１６：０７ 官房長官記者会見（１６：３１終了） 

３月３０日 

・０９：４８ 官房長官記者会見（１０：１０終了） 

・１６：５８ 官房長官記者会見（１７：２５終了） 

３月３１日 

・１０：５９ 官房長官記者会見（１１：１７終了） 

・１６：０６ 官房長官記者会見（１６：２１終了） 

・１８：４７ 第 14回緊急災害対策本部会議開催（１９：１２終了） 

・１９：５９ 官房長官記者会見（２０：０８終了） 

４月１日 

・０９：５４ 官房長官記者会見（１０：１４終了）  

・１７：３１ 総理大臣記者会見（１８：１４終了） 

平成23年３月11日に発生した東北地方太平洋沖地震による災害及びこれに伴う原子力発電所事故

による災害については、今後、「東日本大震災」と呼称することとする。 

 

４月３日 

・１５：０４ 官房長官記者会見（１５：３４終了） 

４月４日 

・１１：１５ 官房長官記者会見（１１：３０終了） 

・１６：０２ 官房長官記者会見（１６：４１終了） 

４月５日 

・０９：５７ 官房長官記者会見（１０：１７終了） 

・１６：４２ 官房長官記者会見（１７：１３終了） 
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４月６日 

・１１：０５ 官房長官記者会見（１１：２０終了） 

・１６：４０ 官房長官記者会見（１７：１５終了） 

４月７日 

・１１：０４ 官房長官記者会見（１１：２２終了） 

・１６：００ 官房長官記者会見（１６：２５終了） 

４月８日 

・１１：０３ 官房長官記者会見（１１：３８終了） 

・１６：０９ 官房長官記者会見（１６：３７終了） 

４月１１日 

・１０：５８ 官房長官記者会見（１１：３０終了） 

・１４：４５ 第 15回緊急災害対策本部会議開催（１５：０３終了） 

・１６：０９ 官房長官記者会見（１６：３９終了） 

・東日本大震災復興構想会議の開催を閣議決定 

４月１２日 

・１０：１９ 官房長官記者会見（１０：３５終了） 

・１７：５０ 総理大臣記者会見（１８：４２終了） 

４月１３日 

・１１：０５ 官房長官記者会見（１１：３８終了） 

・１６：０６ 官房長官記者会見（１６：２３終了） 

４月１４日 

・１１：０７ 官房長官記者会見（１１：３３終了） 

・１４：００ 東日本大震災復興構想会議 

・１６：４２ 官房長官記者会見（１６：５４終了） 

４月１５日 

・０９：４９ 官房長官記者会見（１０：０５終了） 

・１６：１２ 官房長官記者会見（１６：４２終了） 

４月１８日 

・１１：０７ 官房長官記者会見（１１：１２終了） 

・１６：０６ 官房長官記者会見（１６：３０終了） 

４月１９日 

・０９：４４ 官房長官記者会見（０９：５３終了） 

・１５：５７ 官房長官記者会見（１６：０３終了） 

４月２０日 

・１０：５７ 官房長官記者会見（１１：１０終了） 

・１６：０２ 官房長官記者会見（１６：２３終了） 

４月２１日 

・１１：００ 官房長官記者会見（１１：２２終了） 

・１６：０６ 官房長官記者会見（１６：２８終了） 

４月２２日 

・０９：４４ 官房長官記者会見（１０：２２終了） 
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・１７：４１ 総理大臣記者会見（１８：２１終了） 

４月２５日 

・１１：０３ 官房長官記者会見（１１：１９終了） 

・１５：５９ 官房長官記者会見（１６：１４終了） 

４月２６日 

・１０：０５ 官房長官記者会見（１０：３３終了） 

・１６：０４ 官房長官記者会見（１６：２４終了） 

・東日本大震災に対処するための特別の財政援助及び助成に関する法律案を閣議決定 

４月２７日 

・１１：１０ 官房長官記者会見（１１：２５終了） 

・１６：０３ 官房長官記者会見（１６：２３終了） 

・１７：１５ 中央防災会議 

４月２８日 

・０９：５４ 官房長官記者会見（１０：０８終了） 

・１６：２１ 官房長官記者会見（１６：４１終了） 

４月２９日 

・１１：０２ 官房長官記者会見（１１：１２終了） 

・１６：０１ 官房長官記者会見（１６：１５終了） 

４月３０日 

・１１：３５ 官房長官記者会見（１１：５６終了） 

５月 １日 

・１１：０１ 官房長官記者会見（１１：０９終了） 

・１６：０３ 官房長官記者会見（１６：２０終了） 

５月 ２日 

・１７：２９ 官房長官記者会見（１７：５３終了） 

５月６日 

・１０：１６ 第 16回緊急災害対策本部会議開催（１１：３３終了） 

・１１：４６ 官房長官記者会見（１２：１７終了） 

５月 ９日 

・１１：１０ 官房長官記者会見（１１：２６終了） 

・１６：０７ 官房長官記者会見（１６：１９終了） 

５月１０日 

・１０：３９ 官房長官記者会見（１０：５３終了） 

・１３：００ 東日本大震災復興構想会議 

・１７：５０ 総理大臣記者会見（１８：２７終了） 

５月11日 

・１１：０３ 官房長官記者会見（１１：２０終了） 

・１５：５９ 官房長官記者会見（１６：０７終了） 

５月１２日 

・１１：１３ 官房長官記者会見（１１：３９終了） 

・１６：０４ 官房長官記者会見（１６：２５終了） 
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５月１３日 

・０９：５６ 官房長官記者会見（１０：２１終了） 

・１５：５８ 官房長官記者会見（１６：１２終了） 

５月１６日 

・１０：５８ 官房長官記者会見（１１：１４終了） 

・１６：００ 官房長官記者会見（１６：１７終了） 

５月１７日 

・０９：４２ 官房長官記者会見（０９：４５終了） 

・１６：００ 官房長官記者会見（１６：１８終了） 

５月１８日 

・１１：０２ 官房長官記者会見（１１：２１終了） 

・１８：００ 総理大臣記者会見（１８：３３終了） 

５月１９日 

・１１：００ 官房長官記者会見（１１：１９終了） 

５月２０日 

・０８：００ 第 17回緊急災害対策本部会議開催（０８：１５終了） 

東日本大震災に係る被災地における生活の平常化に向けた当面の取組方針を決定 

・０９：４４ 官房長官記者会見（１０：０９終了） 

・１６：０２ 官房長官記者会見（１６：３３終了） 

５月２４日 

・１６：０２ 官房長官記者会見（１６：３２終了） 

５月２５日 

・１１：０４ 官房長官記者会見（１１：１４終了） 

・１６：００ 官房長官記者会見（１６：１１終了） 

５月２６日 

・１１：０４ 官房長官記者会見（１１：１８終了） 

・１６：０２ 官房長官記者会見（１６：２９終了） 

 

 静岡県東部地震に対する政府の対応  

３月１５日 

・２２：４５  緊急参集チーム協議開始 

・緊急参集チーム確認事項 

１ 被害情報の収集に全力を挙げるとともに、被災者の速やかな救出・救助活動に全力を尽くす。 

２ 被害の状況に応じ、緊急消防援助隊、警察広域緊急救助隊、災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）、自

衛隊の災害派遣による被災地への広域派遣を行い、被災者の救出・救助に万全を期す。 

３ 東北地方太平洋沖地震に関連する救助・救援活動は計画どおり実施するが、状況に応じて一時的

に東海地方の部隊の任務転用も考慮する。 

４ 地方自治体と的確な連携を図りながら、政府一体となって適切に対応する。 
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 宮城県沖を震源とする地震に対する政府の対応  

４月７日 

・２３：３９ 緊急参集チーム招集 

・２３：４５ 総理指示 

被災状況の確認に全力を挙げるとともに、人命救助に全力を挙げること。 

 

４月８日 

・００：０３ 緊急参集チーム協議開始 

・００：２４ 緊急参集チーム協議確認事項 

１．東日本大震災の被災状況を踏まえ、特に原子力発電所をはじめ、被害情報の収集に全力を

挙げるとともに、被災者の速やかな救出・救助活動に全力を尽くす。 

２．既に派遣している緊急消防援助隊、警察広域緊急援助隊、海上保安庁の救援部隊、災害派

遣中の自衛隊により、被災者の救出・救助に万全を期す。 

３．地方自治体と的確な連携を図りながら、政府一体となって適切に対応する。 

 

・０２：００ 宮城政府現地対策本部会議 

  阿久津本部長代行指示 

避難所、避難者の状況を正確に把握すること。 

 

 福島県浜通りを震源とする地震(4月 11日)に対する政府の対応  

４月１１日 

・１７：２０ 緊急参集チーム招集 

・１７：２５ 総理指示 

被災状況、特に原発の状況の確認に全力を挙げるとともに、人命救助に全力を挙げること 

 

・１７：３０ 緊急参集チーム協議開始 

・１７：４９ 緊急参集チーム協議確認事項 

１．東日本大震災の被災状況を踏まえ、特に原子力発電所をはじめ、被害情報の収集に全力を挙げる

とともに、既に派遣している緊急消防援助隊、警察広域緊急援助隊、海上保安庁の救援部隊、災害

派遣中の自衛隊により、被災者の速やかな救出・救助活動に全力を尽くす。  

２．地方自治体と的確な連携を図りながら、政府一体となって適切に対応する。 

 

 福島県浜通りを震源とする地震(4月 12日)に対する政府の対応  

４月１２日 

・１４：１０ 緊急参集チーム招集 

・１４：１３ 総理指示 

人命救助に全力を挙げるとともに、被災状況、特に原発の状況の確認に全力を挙げること 
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・１４：２７ 緊急参集チーム協議開始 

・１４：３６ 緊急参集チーム協議確認事項 

１．東日本大震災の被災状況を踏まえ、特に原子力発電所や避難所など、被害情報の収集に全力を挙

げる。 

２．既に派遣している緊急消防援助隊、警察広域緊急援助隊、海上保安庁の救援部隊、災害派遣中の

自衛隊により、被災者の速やかな救出・救助活動に全力を尽くす。  

３．地方自治体と的確な連携を図りながら、政府一体となって適切に対応する。 

 

３．被害状況等（未確認情報を含む）  

（１）人的被害 
【東北地方太平洋沖地震】（警察庁5月 26日 16:00） 

※現在も行方不明者多数であり、全容把握に至っていない 

都道府県名 死者 行方不明 負傷者 

北海道 1 3

青森県 3 1 61

岩手県 4,488 2,934 166

宮城県 9,099 5,243 3,444

秋田県 12

山形県 2 29

福島県 1,583 435 227

東京都 7 90

茨城県 23 1 694

栃木県 4 135

群馬県 1 36

埼玉県 42

千葉県 19 2 249

神奈川県 4 139

新潟県 3

山梨県 2

長野県 1

静岡県 4

三重県 1

高知県 1

合 計 15,234 8,616 5,339
(注）宮城県沖を震源とする地震(4/7)、福島県浜通りを震源とする地震(4/11・4/12)による被害を含む 
（参考）阪神・淡路大震災の被害（兵庫県庁ＨＰ：平成18年 5月 19日消防庁確定） 

死者：6,434名、行方不明：3名、負傷者：43,792名 
 

【長野県北部を震源とする地震(3/12)】負傷者46名（長野県12名、新潟県32名、群
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馬県 2名）（警察庁3月 21日 07:00） 

【静岡県東部を震源とする地震(3/15)】負傷者57名（静岡県51名、神奈川県6名）（警

察庁3月 21日 07:00） 

【宮城県沖を震源とする地震(4/7)】死者4名、負傷者多数（警察庁4月 17日 10:00） 

【福島県浜通りを震源とする地震(4/11)】 死者5名、負傷者12名（警察庁4月 17日

10:00） 

【福島県浜通りを震源とする地震(4/12)】 負傷者5名（警察庁4月 17日 10：00） 

 

【消防庁集計】 

・死者14,928名、行方不明者9,041名、負傷者5,462名、避難者165,383名（消防庁5

月 19日 11:00） 

・宮城県沖を震源とする地震（4/7）による被害（消防庁4月 19日 11:00） 

死者４名、負傷者296名 

 

（２）火災発生件数（消防庁5月 19日 11:00） 
青森県 ：  ５件（うち  ５件鎮火） 

岩手県 ： ２６件（うち ２６件鎮火） 

宮城県 ：１９４件（うち１９４件鎮火） 

秋田県 ：  １件（うち  １件鎮火） 

福島県 ： １１件（うち １１件鎮火） 

茨城県 ： ３７件（うち ３７件鎮火） 

群馬県 ：  ２件（うち  ２件鎮火） 

埼玉県 ： １３件（うち １３件鎮火） 

千葉県 ： １４件（うち １４件鎮火） 

東京都 ： ３４件（うち ３４件鎮火） 

神奈川県：  ６件（うち  ６件鎮火） 

静岡県 ：  １件（うち  １件鎮火） 

合  計：３４４件（うち３４４件鎮火） 

※ 延焼中の火災なし。 

 

（３）建築物被害 
【東北地方太平洋沖地震】（警察庁5月 26日 16:00） 

※津波により水没し壊滅した地域があり、全容把握に至っていない。 

 全壊 半壊 流失 全焼 半焼 床上浸水 床下浸水 一部破損 非住家

北海道   301 476 5 473

青森県 281 1,019  77 1,223

岩手県 17,108 2,665 15 1,763 338 1,604 1,534

宮城県 68,756 24,319 119 125 42 31,295 16,100

秋田県    3 3

山形県 37 80   
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福島県 14,083 16,791 77 3 57 334 51,707 973

東京都  11 3  257 20

茨城県 1,632 9,161 37 1,191 673 115,705 6,611

栃木県 241 1,733  48,772 295

群馬県  1  15,428 195

埼玉県  5 1 1 1 1,800 33

千葉県 728 2,733 5 1,014 681 21,065 369

神奈川県    8 

新潟県    9 7

静岡県   ７ 4 

三重県   2   9

徳島県   2 9  

高知県   5 11  

合 計 102,886 58,518 261 4,460 2,572 287,739 27,845

(注）宮城県沖を震源とする地震(4/7)、福島県浜通りを震源とする地震(4/11・4/12)による被害を含む 
（参考）阪神・淡路大震災の被害（兵庫県庁ＨＰ：平成18年 5月 19日消防庁確定） 

全壊：104,906棟、半壊：144,274 棟、全焼：7,036 棟、半焼：96棟、部分焼：333棟、
一部損壊：390,506棟、非住家被害：42,496棟 

  
  

【長野県北部を震源とする地震(3/12)】（警察庁3月 21日 07:00） 

 全壊 半壊 一部損壊 非住家

長野県 2 12 55

新潟県 4 12 165 137

合 計 6 24 165 192

 

【静岡県東部を震源とする地震(3/15)】（警察庁3月 21日 07:00） 

一部損壊１２件（静岡県(2)、山梨県(1)、神奈川県(9)） 

 

【宮城県沖を震源とする地震（4/7）】（警察庁4月 8日 10:00） 

 全壊 半壊 全焼 一部損壊 非住家 

岩手県  1  

宮城県 4 1 2 94 7 

合 計 4 1 3 94 7 

 

【福島県浜通りを震源とする地震（4/11）】（警察庁4月 12日 08:00） 

 全壊 半壊 半焼 一部損壊 非住家 

福島県 3 2 1 1 

 

【福島県浜通りを震源とする地震（4/12）】（消防庁4月 19日 11:00） 

  火災１件（福島県いわき市）→ 4月 18日処置完了 
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【消防庁統計】東北地方太平洋沖地震（消防庁5月 19日 11:00） 

 全壊 半壊 一部損壊  全壊 半壊 一部損壊

北海道  5 群馬県  1 15,410

青森県 281 1,018 78 埼玉県 7 41 13,863

岩手県 17,107 2,657 1,585 千葉県 718 2,333 20,583

宮城県 62,736 16,103 19,188 東京都 7 77 1,741

秋田県  4 神奈川県  11 67

山形県  1 37 新潟県 26 64 604

福島県 8,753 7,397 43,738 長野県 33 152 454

茨城県 1,555 8,890 112,150 静岡県   523

栃木県 233 1,694 47,922 合計 91,456 40,439 277,952

 

（４）交通遮断状況 
【東北地方太平洋沖地震】（警察庁5月 26日 16:00） 

 道路損壊 橋梁損壊 鉄軌道 

青森県 2 

岩手県 30 4

宮城県 1,571 23 23

秋田県 9 

山形県 21 

福島県 19 3

東京都 13 

茨城県 307 41

栃木県 257 2

群馬県 7 

埼玉県 160 

千葉県 1,573 1

岐阜県 1 

合 計 3,970 71 26

 

【長野県北部を震源とする地震（3/12）】鉄軌道（長野県(2)）（警察庁3月 21日 07:00） 

 

◇鉄道（国土交通省5月 26日 10:00） 

旅客鉄道5事業者12路線で運転休止中 

・運転見合わせ（計画停電に伴う運転見合わせを除く。） 

ＪＲ東日本 八戸線（階上～久慈）、山田線（宮古～釜石）、大船渡線（気仙沼

～盛）、気仙沼線（柳津～気仙沼）、石巻線（前谷地～女川）、仙

石線（東塩釜～石巻）、常磐線（久ノ浜～亘理） 

その他 三陸鉄道（北リアス線：小本～陸中野田、南リアス線）、仙台空

港鉄道、阿武隈急行（富野～角田）、鹿島臨海鉄道（大洗鹿島線
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（新鉾田～大洋）、鹿島臨港線）、ひたちなか海浜鉄道八戸臨海鉄

道、岩手開発鉄道、仙台臨海鉄道、福島臨海鉄道 

 

・被害状況（主な被害） 

ＪＲ東日本 東北線（盛土崩壊）、八戸線（橋げた流失）、山田線（橋りょう流

失）、仙石線（線路内土砂流入）、仙山線（架線切断）、飯山線（路

盤崩壊、土砂流入、信号ケーブル切断）、鹿島線（橋脚損傷） 

その他 仙台市交通局（軌道変位）、三陸鉄道（駅舎、橋脚、線路等流出、

土砂流入）、仙台空港鉄道（浸水、駅施設損傷）、阿武隈急行（駅

施設損傷）、鹿島臨海鉄道（軌道変位）、真岡鉄道（軌道変位）、

わたらせ渓流鉄道（土砂崩れ）、山万（高架橋ｺﾝｸﾘｰﾄ剥離）、八戸

臨海鉄道（駅器損傷）、岩手開発鉄道（土砂流入）、仙台臨海鉄道

（土砂流入）、福島臨海鉄道（土砂流入） 

 

【静岡県東部を震源とする地震（3/15）】（国土交通省31日 10:00） 

ＪＲ東海：身延線（駅舎損傷） 

 

◇空港（国土交通省5月 26日 10:00） 

仙台空港含め、被災地周辺の13空港全て利用可能 

 

◇港湾（国土交通省5月 26日 10:00） 

・被災港湾の暫定利用可能岸壁数（水深4.5m以深の公共岸壁）：148/373 ﾊﾞｰｽ（施設

の大部分で復旧工事が必要で吃水制限や上載荷重制限あり。） 

 

◇道路規制（国土交通省5月 26日 10:00） 

高速道路１路線、国直轄管理道路4、補助国道（都道府県管理国道）20、地方道（都

道府県道等）156の区間で通行止め 

・国道４号から空港・港湾へのアクセス状況 

（空港へのアクセス） 

アクセスルート 空港 

国道４号→東北道（浪岡IC）→国道７号→県道27号→青森空港 青森空港

国道4号→東北道（八戸JCT）→八戸道→百石道路→第二みちのく有料道路→県道10

号→三沢空港 
三沢空港

国道4号→東北道（八戸北IC）→国道45号→県道29号等→八戸飛行場 八戸飛行場 

国道4号→東北道（花巻IC）→県道37号→県道294号等→花巻空港 花巻空港

国道４号→国道45号→三陸道（矢本IC）→市道→県道247号→松島飛行場 松島飛行場 

国道４号仙台バイパス→市道→霞目飛行場 霞目飛行場 

国道4道→東北道→仙台南道路（仙台若林JCT）→仙台東道路（仙台空港IC）→県道

20号→仙台空港 
仙台空港※ 

国道4号→東北道（村田JCT）→山形道(山形JCT)→山形中央道(東根IC)→国道287

号→県道184号→山形空港 
山形空港

国道4号→東北道（北上JCT）→秋田道→日沿道→国道7号→県道325号→大館能代 大館能代空港
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空港 

国道4号→東北道（北上JCT）→秋田道→（川辺JCT）日沿道（秋田空港IC）→県道

46号→秋田空港 
秋田空港

国道4号→東北道（村田JCT）→山形道→国道112号→山形道（庄内空港IC）→県道

33号→庄内空港 
庄内空港

国道4号→東北道（須賀川IC）→国道118号→県道67号→国道118号→県道63号→

福島空港 
福島空港

（港湾へのアクセス） 

路線 出発地～目的地 経由地等 確認結果 重要港湾 

国道4号 青森～青森  
青森港入口まで通行

可 
青森港 

国道45号 八戸～久慈  国道281号まで通行可 八戸港 

国道395号 軽米～久慈 八戸道軽米IC経由 国道45号まで通行可 久慈港 

国道281号 岩手～久慈  国道45号まで通行可 久慈港 

国道106号 盛岡～宮古  国道45号まで通行可 宮古港 

国道283号 花巻～釜石  国道45号まで通行可 釜石港 

国道107号 北上～大船渡  国道45号まで通行可 大船渡港 

国道108号 大崎～石巻  国道45号まで通行可 石巻港 

国道45号 仙台～塩竃   
仙台塩釜港 

（塩釜港区）

国道45号 仙台市内   
仙台塩釜港 

（仙台港区）

国道115号 福島～相馬  国道６号まで通行可 相馬港 

国道49号 郡山～いわき  国道６号まで通行可 小名浜港 

国道289号 白河～いわき(勿来)  国道６号まで通行可 小名浜港 

◇河川（国土交通省5月 26日 10:00） 

・北上川、阿武隈川、利根川等の直轄河川で堤防崩壊等2,115箇所の被害発生 

◇海岸（国土交通省5月 26日 10:00） 

・岩手県、宮城県、福島県３県の海岸堤防約300㎞のうち約190㎞が全壊・半壊 

・津波により561㎢が浸水被害  

（５）ライフライン等の状況 
◇電気（停電）（経済産業省5月 24日 15:00） 

・東北電力管内：約１千戸（5月 20日 16:00 現在）  

［参考情報］停止中の発電所（東北電力管内） 

東北電力(株)女川原子力発電所 １、２、３号機 

仙台火力発電所 ４号機 

新仙台火力発電所 １、２号機 

原町火力発電所 １、２号機 

 

・東京電力管内（延べ停電戸数約405万戸）、北海道電力管内（同約3千戸）、中部電

力管内（同約4百戸）の停電は復旧済み 

［参考情報］停止中の発電所（東京電力管内）（5月 20日 16:00） 

東京電力(株)福島第一原子力発電所 １～６号機 

東京電力(株)福島第二原子力発電所 １～４号機 

広野火力発電所 ２、４号機 

常陸那珂火力発電所 １号機 

 

◇ガス（供給停止）（経済産業省5月 6日 10:00） 
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・一般ガス 

 ５月３日までに家屋流出地域を除いた約４２万戸が復旧済み。 

・簡易ガス（経済産業省4月 22日 17:00） 

 復旧済み。 

 

◇水道（断水）（厚生労働省5月 20日 11:00） 

・３県で少なくとも6.5万戸が断水 

岩手県 《約2.1万戸》大船渡市、陸前高田市、釜石市、大槌町、宮古市、山田

町、岩泉町、田野畑村、野田村 

宮城県 《約3.7万戸》仙台市、気仙沼市、多賀城市、女川町、岩沼市、名取市、

亘理町、七ヶ浜町、山元町、石巻広域水道（石巻市、東松島市）、南三

陸町 

福島県 《約6,100戸》福島市、南相馬市、いわき市、相馬地方水道企業団（相

馬市、新地町）、双葉地方水道企業団（広野町の区域） 

※双葉地方水道企業団（双葉町他３町）、南相馬市の一部、浪江町及び

葛尾村は、避難指示等により被害調査等の活動を停止中。 

 

◇通信（総務省5月 23日 17:00） 

NTT東日本 ・加入電話約10,300回線、ISDN約 1,300回線、フレッツ光約

2,300回線が利用不可 

・特設公衆電話設置、岩手県(298)、宮城県(732)、秋田県(9)、

山形県(37)、福島県(128)、茨城県(84)、栃木県(23)、群馬県

(42)、埼玉県(46)、千葉県(65)、東京都(19)、神奈川県(8)、

長野県(12)、新潟県(51)、山梨県(8)） 

NTT西日本 ・特設公衆電話約4,450台を搬送済 

NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ ・専用線126回線が利用不可 

KDDI ・約 950回線が利用不可 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ ・アナログ電話及びISDN517回線、専用線約13回線が利用不可

NTTドコモ ・基地局290局が停波中 

・衛星携帯電話871台貸出。 

・駅前等に充電器を設置 

KDDI（au） ・基地局104局が停波中 

・衛星携帯電話48台貸出 

ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ ・基地局74局が停波中 

・携帯電話や充電器等の無償貸出 

イー・モバイル ・停波していた基地局は全て復旧（4月 12日） 

・携帯電話や充電器等の無償貸出 

ウィルコム ・基地局約490局が停波中 

・被災地の医療機関向けにPHS端末を無償貸出 

・全事業者が通信規制を解除 
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・災害用伝言サービス運用中：NTT東日本、NTT西日本、NTTドコモ、KDDI（au）、ｿﾌﾄ

ﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ、イー・モバイル、ウィルコム 

・通信障害情報等をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ公表： NTTドコモ、KDDI（au）、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ、ウィル

コム 

・移動電源車等の配備：NTT東日本、NTT西日本、NTTドコモ、KDDI(au)、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ 

・基本料金等の減免：NTT東日本、NTT西日本、NTT ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ、KDDI、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ 

・利用料金支払期限の延長：NTT東日本、NTT西日本、KDDI、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾃﾚｺﾑ、NTTドコモ、

KDDI（au）、ｿﾌﾄﾊﾞﾝｸﾓﾊﾞｲﾙ、イー・モバイル、ウィルコム 

 

◇放送（総務省5月 23日 17:00） 

・テレビジョン中継局（宮城県2か所）が停波中。うち1か所が損壊、1か所が停電

により停波。 

・福島県福島第一原発警戒区域内（半径20km圏内）に設置されている、テレビジョン

中継局１箇所（NHK都路アナログ中継局（田村市都路町））、ラジオ中継局１箇所（NHK

双葉中波第一中継局（双葉郡富岡町））が停波中である旨確認。 

 

◇石油精製施設（経済産業省5月 14日 12:00） 

・操業停止の精油所（ＪＸ仙台、ＪＸ鹿島、コスモ千葉） 

 

（６）東北地方太平洋沖地震のマクロ経済的影響（内閣府3月 23日） 

被災地域におけるストック（社会資本・住宅・民間企業設備）の毀損額は約16～25

兆円 

 

（７）その他 
【東北地方太平洋沖地震】（警察庁5月 26日 16:00） 

 山崖崩れ 堤防決壊  山崖崩れ 堤防決壊 

岩手県 6 栃木県 40  

宮城県 51 4 群馬県 4  

山形県 29 千葉県 45  

福島県 9 合計 187 4 

東京都 3 

 

【長野北部を震源とする地震】山崖崩れ（長野県(2)）（警察庁3月 21日 07:00） 

 

４．被災者支援の状況  

（１）避難の状況（警察庁5月 26日 15:00） 
避難者総数：１０２,４８４名 

内訳（他県からの避難者を含む。） 

北海道   1,308名（岩手県、宮城県、福島県等からの避難者） 
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青森県   1,006名（岩手県、宮城県、福島県等からの避難者を含む） 

岩手県  27,279名 

宮城県  27,753名（福島県からの避難者を含む） 

秋田県     741名（岩手県、宮城県、福島県からの避難者） 

山形県     336名（宮城県、福島県からの避難者） 

福島県  24,131名 

東京都     936名（岩手県、宮城県、福島県等からの避難者） 

茨城県     295名（福島県からの避難者を含む） 

栃木県     472名（福島県からの避難者を含む） 

群馬県   2,437名（岩手県、宮城県、福島県等からの避難者） 

埼玉県   6,096名（岩手県、宮城県、福島県等からの避難者） 

千葉県     954名（福島県からの避難者を含む） 

神奈川県 1,522名（岩手県、宮城県、福島県等からの避難者） 

新潟県   4,217名（宮城県、福島県等からの避難者） 

山梨県     804名（宮城県、福島県等からの避難者） 

長野県     993名（岩手県、宮城県、福島県等からの避難者） 

静岡県   1,204名（岩手県、宮城県、福島県等からの避難者） 

 

（２）仮設住宅等の状況 
・仮設住宅の必要戸数（国土交通省：5月 26日現在） 

約 52,515戸（岩手県：14,000戸、宮城県：23,000戸、福島県：約15,200戸、茨

城県10戸、栃木県：20戸、千葉県：230戸、長野県：55戸） 

 

・応急仮設住宅の着工戸数（国土交通省5月 26日） 

35,068戸着工済み（うち17,397戸完成）、3,394戸着工予定 

（大臣より概ね２ヶ月で約３万戸供給、さらにその後の３ヶ月で３万戸程度の供給が

行えるよう、（社）住宅生産団体連合会に対し要請。） 

 

・国家公務員宿舎、公営住宅等の受入可能戸数（被災者生活支援特別対策本部5月 16日 

現在） 

 54,575戸（国家公務員宿舎等32,269戸、公営住宅等22,306戸） 

 うち提供済み 9,632戸（国家公務員宿舎等4,837戸、公営住宅等4,795戸） 

 

・雇用促進住宅入居状況（厚生労働省5月 19日現在） 

岩手県：利用可能戸数1,923戸、入居決定戸数586戸 

宮城県：利用可能戸数538戸、入居決定戸数310戸 

福島県：利用可能戸数341戸、入居決定戸数994戸 

*3県以外：利用可能戸数36,197戸、入居決定戸数2,046戸 

 

（３）ボランティア活動の状況（厚生労働省5月 20日 14：00） 
・災害ボランティアセンターの設置状況（5月 16日現在） 
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岩手県 ２１ヶ所、宮城県 １３ヶ所、福島県 ３０ヶ所 

・災害ボランティアセンターの紹介によりボランティア活動を行った者の延べ人数（5月

15日現在） 

岩手県 約 70,900名、宮城県 約 172,600名、福島県 約 55,500名 

 

（４）雇用・労働関係 
・被災地における相談実績(厚生労働省5月 20日 14:00) 

 岩手労働局 宮城労働局 福島労働局

震災関係窓口相談    

 ハローワークにおける相談件数(3/28-5/15)    

 労働者 81,088 92,689 79,657

事業主からの相談 7,502 17,951 15,683

労働基準監督署における相談(3/22-5/18) 2,092 5,765 6,766

出張相談(5/15現在) 811 1,063 779

電話相談(岩手（5/15現在）・宮城（4/17まで）は土日のみ、

福島は5/19現在) 

304 1,457 1,827

 

（５）救助活動  
救出等総数：２６，７０７名                   

 警察庁 消防庁 海上保安庁 防衛省 

３月１１日 32名 3名 18名 

19,286名

３月１２日 397名 641名 229名 

３月１３日 1,631名 3,728名 28名 

３月１４日 448名 238名 19名 

３月１５日 1,183名  2名 24名 

３月１６日 27名 ― 24名 

３月１７日 29名 ― 1名 

3月 18日～4月 19

日 
2名 2名 17名 

計 

3,749名

(うち1,302名は

消防と共同)

4,614名

(うち1,302名は

警察と共同)

360名 19,286名

※警察庁及び消防庁については、報告を受け、確認できた実数 

※各機関等による救出救助については、共同した救出救助活動を実施しているため、数

については重複している場合もある。 

 

（６）主要緊急物資の支援最終実績（内閣府：5月 23日） 

区分 調達品目 実績 

食糧
・

飲
料水  パン（食） 9,391,373
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即席麺類（食） 2,557,730

おにぎり・もち・包装米飯（食） 3,501,074

精米（食） 3,357,313

その他（缶詰等）（食） 7,401,744

食糧計 26,209,234

 飲料水（本） 7,937,171

生
活
用
品 

 トイレットペーパー（個） 379,695

 毛布（枚） 409,672

 おむつ（枚） 395,521

 一般薬（箱） 240,314

 マスク（枚） 4,380,442

燃
料

 
燃料等（リットル） 16,031,000

※上記の集計対象は、国により調達・配送を行った物資であり、このほかに県独自で

の物資調達が続けられている 

※3月 11日から4月 20日までに実施した被災者生活支援チームによる物資支援の最

終実績。4月 21日からは県による調達・配送の枠組みへ移行。 

 

（海上保安庁) 

３月１１日 

・本庁対策本部に「緊急輸送対応班」を設置し、対外調整等を実施 

３月１２日 

・二管区本部に避難した住民に対する毛布200枚、非常食糧（クラッカー240缶）を陸路輸

送 

・巡視船により、室蘭港から青森港まで救援物資（飲料水２Ｌ×3,000本、おにぎり5,000

個、パン5,000個；北海道提供）を搬送 

３月１３日 

・釜石港において、航空機及び巡視艇による事前調査実施（推進、着岸壁、港口等） 

・八戸港沖の入港待機漁船に対し、食糧等支援物資を提供 

・岩手県尾崎白浜の孤立した被災者に対し、発電機用燃料を提供 

３月１４日 

・巡視船の現場派遣に合わせ、神奈川県から岩手県への支援米（500Kg）を搬送 

３月１５日 

・茨城県大洗港着岸中の巡視船により清水（約18トン）を提供 

・江島の孤立者に対し、巡視船及び搭載機により飲料水（500ｍｌ×384本）を提供 

３月１８日 

・釜石港にて給水車９台等に対し、巡視船搭載の清水約８トン、ガソリン６缶（120 ﾘｯﾄﾙ）

を提供 
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・釜石港にて、岩手県振興局手配のトラックに対し、巡視船搭載の救援物資（ポリタンク50

個、バナナ80本入り４箱、リンゴ38個入り16箱、カップ麺600個等）を提供 

・茨城県大洗港にて、給水車15台に対し、巡視船搭載の清水約35 ﾄﾝを提供 

３月１９日 

・仙台塩釜港仙台区にて、宮城県（陸上自衛隊経由）に対し、巡視船搭載の救援物資（補給

水タンク２個、リヤカー20台、簡易ベッド50台、移動式発動機５台、軽油 20Ｌ×５缶、

ガソリン20Ｌ×５缶、毛布300枚）を提供 

・茨城県大洗港にて、大洗町等に対し、巡視船搭載の清水約10.5トンを提供 

３月２０日 

・ヘリにて、救援物資を仙台塩釜港から宮城県雄勝町及び南三陸町へ搬送 

３月２１日 

・釜石漁港にて、岩手県大槌町（陸上自衛隊経由）に対し、仙台塩釜港仙台区で積載した救

援物資（菓子、カップ麺10箱等）を搬送 

・釜石港にて、岩手県釜石市への、救援物資(毛布223枚等)を搬送 

３月２２日 

・小名浜港にて、福島県に対し、巡視船搭載の軽油40キロリットルを提供 

３月２８日 

・大船渡市合足地域被災者に対して、災害支援車両用に燃料を提供 

３月３０日 

・巡視船により博多港から釜石港救援物資（食糧、日用品等約4.5トン：一般企業提供）を 

搬送 

４月４日 

・釜石港において、市民28名に対し、巡視船による入浴支援を実施。 

４月５日 

・釜石港において、市民39名に対し、巡視船による入浴支援を実施。 

４月６日 

・宮城県霞の目飛行場において、宮城県に対し、巡視船及び航空機による支援物資（サーマ

ルバッグ９００枚等）の搬送を実施。 

４月７日 

・青森空港において、青森県に対し、巡視船及び航空機による支援物資（ｻｰﾏﾙﾊﾞｯｸﾞ 300枚等）

の搬送を実施。 

・釜石港において、岩手県に対し、巡視船及び航空機による支援物資（ｻｰﾏﾙﾊﾞｯｸﾞ 300枚等）

の搬送を実施。 

４月１４日 

・仙台塩釜港において、宮城県に対し、巡視船による支援物資（身体保護・緊急搬送用マッ

ト600枚）の搬送を実施 

４月１５日 

・八戸港において、青森県に対し、巡視船による支援物資（身体保護・緊急搬送用マット50

枚）の搬送を実施 

（防衛省) 

（4月 21日 07:00） 
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支
援
状
況 

物資等輸送 ６,８０６.３トン

給水支援 ２７,２７３.８トン

給食支援 ２，８１１,１５３食  

燃料支援 １,３８８.９ｋL 

入浴支援 ３５６,３４４名  

 

（総務省) 

・3月 16日以降、パナソニック（１万台）、ソニー（３万台）ジャパンＦＭネットワーク（Ｆ

Ｍ東京系）（1,500台）、ＮＨＫ（460台）の計４万台以上のラジオを順次被災地に搬送中 

・総務省の協力依頼を受け、日本通信（株）が宮城県・福島県災害対策本部を通じ避難所等

にＩＰ携帯電話端末（スマートホン）約200台を貸与 

・宮城県から災害対策用移動通信機器の貸与要請があり、MCA無線 40台及び簡易無線115台

を貸与。 

３月２９日 

・岩手県災害対策本部、宮城県災害対策本部等に対し、携帯ラジオ１万台を配布。 

 

（法務省） 

・避難所に刑務所が所有する毛布・非常食等の支援物資を提供（毛布3,500枚、マスク5,000 

枚、簡易トイレ32台、アルファー米2,800食等）。 

・福島自立更生促進センターの浴場を被災者に開放 

・宮城県教育庁救援物資対策グループに、東京入国管理局が所有するマスク５万枚を提供。 

 

（厚生労働省) 

・医療用酸素ボンベ（7000L）を、宮城県に538本、岩手県に68本搬送 

・破傷風トキソイドワクチンを、宮城県に100本搬送 

・透析輸液を、宮城県に270本搬送 

・ダイアライザーを、宮城県に2,000本搬送 

・救急セットを、6,000個搬送 

・病院食（無洗米1,000kg、水 1,320L、お粥2,006パック、濃厚流動食2,520本）を、宮城

県に搬送 

・紙おむつを、岩手県、宮城県、福島県等に214万枚搬送 

・一般医薬品および衛生材料の詰め合わせ780パックを、水産庁漁業取締船を利用し発送 

・毛布1,000枚を、宮城県に搬送 

・ウエットティッシュ7,600個及び消毒洗浄ジェル9,000個を、宮城県に搬送 

・医療用医薬品（10ｔ）を、宮城・岩手の現地医師会に搬送 

・生理用品の補給要請（岩手県、宮城県、福島県）に対して、190万枚搬送 

・マスクの補給要請岩手県、宮城県、福島県）に対して、124万枚搬送 

・日本生協連等は、被災者支援のための緊急支援物資を配送。主に岩手県、宮城県、福島県

の各生協に水・食料・毛布など約1,017万点を提供（3/30） 

・各地の生協は、被災地現地での物資運搬等のためのガソリンを75.1キロリットル、軽油
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119.6キロリットル、灯油147キロリットルをタンクローリーで提供。（3/31） 

・慢性疾患薬などの医療用医薬品を、日本ジェネリック医薬品学会が、日本ジェネリック製

薬協会（ＪＧＡ）の協力により３月26日までに宮城県及び福島県へ搬送済。 

・岩手県、宮城県及び福島県の災害対策本部の要請を受け、労災保険による重大災害等への

救急薬品の配布として、岩手県へ消毒薬や湿布薬などの一般用医薬品1，500個を搬送済み

（23日 15時）。また、宮城県、福島県に対して一般用医薬品8,000個を搬送済。（29日 17

時） 

・成人用、小児用の歯ブラシ約206,000本などの被災地向けの歯科保健医療に関する救援物

資を、日本歯科医師会等の協力により宮城県・岩手県・福島県に送付済（3/24,30） 

・抗菌薬、糖尿病治療薬、降圧剤などの避難所向けの医療用医薬品30トンを、日本製薬工業

協会の協力により宮城県・岩手県・福島県に搬送済（3/25）。また、抗菌剤、総合感冒薬な

どの医療用医薬品４トンを福島県に搬送済（3/30）。 

・一般用医薬品の補給要請（岩手県、宮城県、福島県）に対して、メーカー各社による直送

及び官邸手配のトラックによる配送により、かぜ薬等の一般用医薬品約151,000個・瓶、

マスク180,000枚を搬送済（3/23～29） 

・福祉用具の提供要請（宮城県）に対して、日本福祉用具・生活支援用具協会の協力により、

歩行補助つえ100本、マットレス30枚を送付済（4/3～5） 

・歯科巡回診療車については、日本歯科医師会等の協力の下、累計６台を貸与。岩手県で計

３台、宮城県で計３台が活動中。 

・熱救急シートの補給要請（岩手県、福島県）に対して6,000枚を搬送 

・うがい薬の補給要請（岩手県）に対して5,300本を搬送 

・歯科保健医療に関する物資補給要請（宮城県・福島県）に対して、日本歯科医師会等の協

力により、義歯洗浄剤約55,000錠などを搬送 

 

（文部科学省) 

３月１５日 

・福島県からの要請に基づき、文部科学省から福島県災害対策本部に対してサージカルマス

ク１万枚を搬送。 

・福島県からの要請に基づき、文部科学省及び関係機関からタイベックススーツ155着、マ

スク88,260枚、フェイスマスク30枚、サージカルマスク2,000枚、布手袋399双、ゴム

手袋500双、ポケット線量計35台、手術用手袋1,540双、ガムテープ552個、手術帽50

個、ゴーグル95個、長靴50足、長靴カバー600枚を搬送 

３月１８日 

・福島県からの要請に基づき、文部科学省及び関係機関からタイベックスーツ98着、マスク

37,227枚、サージカルマスク5,840枚、布手袋1,706双、ゴム手袋16,218双、ポケット

線量計61台、手術用手袋17,545双、ガムテープ360個、手術帽485個、ゴーグル48個、

長靴51足、長靴カバー1,574枚、耐火服1着、防塵マスク1,273枚、アノラック7着、手

ぬぐい38枚、ビニール手袋1,350双、ビニール紐1個を搬送。 

３月２５日 

・福島県からの要請に基づき、文部科学省及び関係機関からタイベックススーツ1,621着、

マスク12,367枚、布手袋4,015双、ゴム手袋4,600双、ガムテープ25個、ゴーグル２個、
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長靴７足、長靴カバー270枚を搬送。 

 

（農林水産省) 

・3月 12日（土）までの要請（食糧80万食、飲料水27万本）への対応 

① 現地配付済みないし輸送中のもの 

岩手県、宮城県、福島県分 食糧39万食、飲料水12万本 

② マッチング中ないし輸送準備のもの 

宮城県、福島県分 食料41万食（輸送準備中）、飲料水15万本（マッチング中） 

３月１４日 

・漁業取締船「東光丸」が被災地へ粉ミルク（8,000 缶）、水（150 ﾄﾝ）などの支援物資の

運送及び救助等のため、東京港有明埠頭から出港 

３月１５日 

・木炭練炭等の供給について、被災県から要請があれば、関係団体から木炭等267 ﾄﾝ、コン

ロ750 個の提供が可能 

・漁業取締船「白竜丸」が粉ミルク（8,000 缶）、カップスープ、おかゆ、水、軽油などの

支援物資の運送及び救助等のため、東京港有明埠頭から出港 

・山形県酒田油槽所の漁業用重油Ａ重油を病院へ緊急提供することについて全漁連に依頼す

ると共に、全農に陸送を依頼した結果、3月 15～16日にかけて病院への搬入が完了する見

込み 

３月１７日 

・宮城県から要請があった木炭10トン、コンロ300個について、16日に石巻市及び気仙沼

市への供給が決定し、17日朝に現地に到着。 

・粉ミルク（6,400缶）等の輸送のため、自衛隊輸送機が愛知県小牧空港を離陸。同日、岩

手県いわて花巻空港に着陸。 

・福島県立医科大学より粉ミルクの在庫が枯渇しているとの要請を受けて、乳業メーカーの

協力により、粉ミルク（200缶）を緊急配送。 

・漁業調査・取締船３隻が、支援物資の輸送等の活動中。東光丸は、釜石港に着岸、粉ミル

ク（8,000缶）等の陸揚げを行い、緊急車両、トラック等に軽油（2,260L）を提供。白竜

丸は、牡鹿半島表浜地区・福貴浦地区にて、支援物資を周辺住民に引き渡し。 

３月１８日 

・岩手県いわて花巻空港から、粉ミルク（6,400缶）が陸上自衛隊の輸送車等により支援先

に向けて配送。 

・漁業取締船「東光丸」は釜石港にて軽油9,040Lを緊急車両等に提供。同「白竜丸」は牡鹿

半島田代島にて水60L、軽油60L、スープ90食、ミルク24缶、おかゆ81食を地域住民に

引き渡し。 

３月１９日 

・漁業取締船「開洋丸」により岩手・釜石港に輸送された粉ミルク（8,000缶）について、

陸上自衛隊の輸送車等により、岩手県、宮城県及び福島県の支援先に向けて配送。 

・漁業取締船「東光丸」は気仙沼漁港にて軽油4,400L、水 400Lを引き渡し。気仙沼大島に

粉ミルク400缶、おかゆ270食、カップスープ18,000食を引き渡し。同「白竜丸」は宮城

県大須崎にて粉ミルク８缶、おかゆ80食、スープ540食、軽油60Lを周辺住民に引き渡し。
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漁業調査船「開洋丸」は、釜石港にてカップ麺2,500ケース、緑茶1,546ケース、トイレ

ットペーパー184ケース、スコップ108丁を引き渡し。 

３月２０日 

・被災県から要請があれば、木炭等324トン、コンロ1,750個の供給が可能。 

・漁業取締船「東光丸」は釜石港にて軽油11KLを引き渡し。同「白竜丸」は宮城県石巻市寄

磯、前網、網地島、鮎川にて水900L、軽油1,640L、スープ2,700食、粉ミルク120缶、お

かゆ405食を引き渡し。漁業調査船「開洋丸」は釜石港にてＡ重油70KLを引き渡し。 

３月２１日 

・福島県から木炭１トン、コンロ300個、宮城県から木炭10トン、コンロ600個の要請につ

いて対応中。福島県は22日夕刻に現地到着予定。（現時点の供給可能量として木炭等323

トン、コンロ1,450個を確保。） 

・福島県から要請があった粉ミルク（7,000缶）について、福島市内の配達先に配送。 

・漁業取締船「東光丸」は宮古港にて軽油46KLを提供。同「白竜丸」は宮城県石巻市金華山、

網地島、表浜にて水160L、軽油60L、医薬品12セット及び紙おむつ5箱等を引き渡し。同

「なのつ」は仙台塩釜港にてレトルト食品110ケース、医薬品560セット、紙おむつ130

箱等を引き渡し。漁業調査船「開洋丸」は宮古港にてA重油54KLを提供。 

３月２２日 

・福島県（喜多方市）から木炭１トン、コンロ300個の要請があり、22日に到着。宮城県（仙

台市）から木炭10トン、コンロ600個の要請があり、木炭は22日到着、コンロは23日に

到着予定。（供給可能量として木炭等313トン、コンロ850個を確保。） 

・漁業取締船白竜丸が福貴浦、田代島で食料、軽油、医療品等を引き渡し。 

・漁業取締船東光丸が宮古港にてＡ重油計68KL を提供。 

・漁業取締船開洋丸が宮古港にてＡ重油計100KL を提供。 

３月２３日 

・漁業取締船東光丸が八戸港にて軽油44KLを提供。 

・漁業取締船開洋丸が宮古港にてA重油42KL を提供。 

・漁業取締船なのつが牡鹿半島地区でレトルト食品5ケース、スープ5,400食、軽油800L

等を引き渡し。 

・宮城県に木炭コンロ600個が到着。 

３月２４日 

・被災者から要請があれば、木炭等404トン、コンロ750個の供給が可能。 

３月２５日 

・調査捕鯨母船日新丸が被災地への灯油、Ａ重油、食材、衛生用品などの支援物資の運搬の

ため東京港大井埠頭から出港。 

３月２８日 

・東北森林管理局から岩手県内の５市町村に対し、現時点で巻きストーブ100台等を提供（20

日から継続） 

・調査捕鯨船「日新丸」は、鮎川、網地島にて、カップ麺7,700食、餅1,500食、灯油920

Ｌ、紙おむつ10箱、等を引渡し。漁業取締船「東光丸」は、「日新丸」等と協力して同地

区にて、牛乳624本、うどん210食等を引渡し。同「白嶺丸」は、「日新丸」等と協力し物

資の引渡し。同「洸星丸」は釜石港にて灯油２KLを引渡し。 
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・宮城県牡鹿半島周辺の地域に、木炭５ﾄﾝ、コンロ100個を供給。 

３月２９日 

・調査捕鯨船「日新丸」は、石巻漁港にて、漁業取締船「東光丸」、「白嶺丸」、「洸星丸」及

び民間漁船と協力し、カップ麺４万食、缶詰１万９千食、灯油４ＫＬ、紙おむつ15箱、牛

乳1,800本、うどん1,500食、を引渡し。漁業取締船「かちどき」は釜石港にて食料や生

活用品等の支援物資を引渡し。 

３月３０日 

･宮城県及び福島県から要請があった粉ミルク（宮城県：1,400缶、福島県：288缶（アレル

ギー用））について、宮城県内及び福島県内の配達先に配送。 

３月３１日 

・被災地から要請があれば、木炭等603 ﾄﾝ、コンロ等1,000個、薪５万１千束、ｵｶﾞﾗｲﾄ 60 ﾄ

ﾝの供給が可能 

・調査捕鯨母船「日新丸」は、女川港にて、漁業取締船「東光丸」及び民間漁船と協力し、

ｶｯﾌﾟ麺 6,420食、缶詰3,460食、灯油760Ｌ、紙おむつ９箱、牛乳530本、うどん180食等

を引渡し。 

４月１日 

･福島県から要請があった粉ミルク（900缶）について、福島県内の配達先に配送。 

･調査捕鯨母船「日新丸」は、石巻港にて、漁業取締船「東光丸」及び民間漁船と協力し、缶

詰12,500食、灯油２ＫＬ、紙おむつ11箱、牛乳1,870本、うどん690食等を引き渡し。 

４月３日 

･調査捕鯨母船「日新丸」は、宮古港にて、漁業取締船「東光丸」、「白嶺丸」及び民間漁船と

協力し、カップ麺１万食、缶詰6,190食、灯油600Ｌ、Ａ重油26ＫＬ、紙おむつ16箱等を

引き渡し。 

４月４日 

･調査捕鯨母船「日新丸」は、宮古港にて、漁業取締船「白嶺丸」及び民間漁船と協力し、Ａ

重油79ＫＬを引き渡し。 

４月５日 

・宮城県内の12市町に対し、現時点で、薪ストーブ533台を提供（4/1～継続）。 

・調査捕鯨母船「日新丸」は、八戸港にて、Ａ重油150KLを引き渡し。 

４月８日 

・宮城県から要請があった粉ミルク（10,000缶）について、宮城県内の配送先に配送。 

 

（国土交通省） 

３月１２日  

・緊急物資について、全日本トラック協会の協力の下、トラック事業者が食料品約49万食、

飲料水約5万本、毛布12万枚などを輸送。 

・内航タンカーは、燃料油等を3,900kl、ＬＰＧ等を1,550t輸送。 

３月１３日 

・トラックにより、食料品約20万食、飲料水約25万本、毛布12万枚などを輸送。内航タ 

ンカーは、燃料油等を17,540kl、ＬＰＧ等を850t輸送。 

３月１４日 
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・トラックにより、食料品約62万食、飲料水約38万本、毛布2万枚などを輸送。内航タン 

カーは、燃料油等を19,860kl輸送。 

３月１５日 

・トラックにより、食料品約48万食、飲料水約9万本、毛布1万枚などを輸送。内航タンカ

ーは、燃料油等を38,282kl輸送。 

３月１６日  

・トラックにより、食料品約3万食などを輸送。内航タンカーは、燃料油等を31,838kl、Ｌ 

ＰＧ等を790t輸送。 

３月１７日 

・トラックにより、食料品約42万食、飲料水約41万本、毛布14万枚などを輸送。内航タ 

ンカーは、燃料油等を29,830kl輸送。 

３月１８日  

・トラックにより、食料品約33万食、飲料水約3万本などを輸送。内航タンカーは、燃料 

油等を30,720kl、ＬＰＧ等を790t輸送。 

３月１９日 

・トラックにより、食料品約9万食、飲料水約6万本、毛布3万枚などを輸送。JR貨物は、 

石油列車により燃料油を837kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を32,200kl輸送。 

３月２０日 

・トラックにより、食料品約192万食、飲料水約32万本、毛布1万枚などを輸送。JR貨物 

は、石油列車により燃料油を837kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を15,340kl、ＬＰＧ 

等を380t輸送。 

３月２１日 

・トラックにより、食料品約52万食、飲料水約99万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を932kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を47,540kl輸送。 

３月２２日  

・トラックにより、食料品約7万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を837kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を31,570kl、ＬＰＧ等を1,740t輸送。 

３月２３日 

・トラックにより、食料品約49万食、飲料水約29万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を1,282kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を39,450kl、ＬＰＧ等を1,050t 

輸送。 

３月２４日 

・トラックにより、食料品約34万食、飲料水約1万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を1,372kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を45,970kl輸送。 

３月２５日 

・燃料油等を輸送する内航タンカーが鹿島港入港。燃料油5,000kl積載のタンカーが仙台塩

釜港（塩釜港区）入港。 

トラックにより、食料品約2万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を1,277kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を45,980kl、ＬＰＧ等を2,470t輸送。 

３月２６日 

・トラックにより、食料品約279万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を1,858kl 



37 / 104 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を53,000kl輸送。 

３月２７日 

・トラックにより、食料品約56万食、飲料水約6万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を1,908kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を24,440kl輸送。 

３月２８日 

・トラックにより、飲料水約6万本などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を1,952kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を45,990kl、ＬＰＧ等を790t輸送。 

３月２９日 

・トラックにより、食料品約74万食、飲料水約7万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を1,830kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を45,520kl輸送。 

３月３０日 

・トラックにより、食料品約55万食、飲料水約10万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を1,944kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を55,740kl輸送。 

３月３１日 

・トラックにより、食料品約26万食、飲料水約4万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を1,805kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を46,440kl、ＬＰＧ等を500t輸 

送。 

・岩手県野田村への物流専門家の派遣を終了。 

４月１日 

・トラックにより、食料品約44万食、飲料水約3万などを輸送。JR貨物は、石油列車によ 

り燃料油を2,393kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を41,160kl輸送。 

４月２日 

・JR貨物は、石油列車により燃料油を2,464kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を79,910kl 

輸送。 

４月３日 

・トラックにより、食料品約292万食、飲料水約22万本などを輸送。JR貨物は、石油列車 

により燃料油を2,313kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を61,980kl、ＬＰＧ等を450t 

輸送。 

４月４日 

・トラックにより、食料品約9万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を2,341kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を47,080kl、ＬＰＧ等を730t輸送。 

４月５日 

・トラックにより、食料品約6万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を2,456kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を43,920kl輸送。 

４月６日 

・JR貨物は、石油列車により燃料油を2,369kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を42,470kl

輸送。 

４月７日 

・JR貨物は、石油列車により燃料油を2,373kl輸送。内航タンカーは、燃料油を4.4万 kl、 

ガス１千トンを輸送。内航タンカーは、燃料油等を51,840kl、ＬＰＧ等を730t輸送。 

４月８日 
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・トラックにより、食料品約6万食、飲料水約4万本などを輸送。内航タンカーは、燃料油 

等を63,590kl輸送。 

４月９日 

・JR貨物は、石油列車により燃料油を1,152kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を23,520kl、 

ＬＰＧ等を730t輸送。 

４月１０日 

・トラックにより、食料品約97万食、飲料水約13万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を2,488kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を44,520kl輸送。 

４月１１日 

・トラックにより、食料品約111万食、飲料水約29万本などを輸送。JR貨物は、石油列車 

により燃料油を2,532kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を68,670kl輸送。 

４月１２日 

・JR貨物は、石油列車により燃料油を1,765kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を62,840kl、 

ＬＰＧ等を1,580t輸送。 

４月１３日 

・トラックにより、食料品約11 万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を2,392kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を44,750kl輸送。 

４月１４日 

・トラックにより、食料品約11万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を2,370kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を59,990kl、ＬＰＧ等を730t輸送。 

４月１５日 

・トラックにより、食料品約77万食、飲料水約29万本などを輸送。JR貨物は、石油列車に 

より燃料油を2,524kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を26,890kl輸送。 

４月１６日 

・JR貨物は、石油列車により燃料油を2,366kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を71,270kl 

輸送。 

４月１７日 

・トラックにより、食料品約117万食、飲料水約35万本などを輸送。JR貨物は、石油列車 

により燃料油を1,380kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を54,790kl輸送。 

４月１８日 

・トラックにより、食料品約３万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を5,113kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を31,700kl輸送。 

４月１９日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を4,673kl輸送。内航タンカーは燃料油等を53,060kl 

輸送。 

４月２０日 

・トラックにより、食料品約１万食などを輸送。JR貨物は、石油列車により燃料油を4,640kl 

輸送。内航タンカーは、燃料油等を40,930kl、LPG等を 790t輸送。 

４月２１日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,112kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を35,802kl

輸送。 
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４月２２日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を4,371kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を46,090kl、

LPG等を 750t輸送。 

４月２３日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,893kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を48,730kl

輸送。 

４月２４日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,104kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を38,950kl

輸送。 

４月２５日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,445kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を32,780kl、

LPG等を 850t輸送。 

４月２６日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,653kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を36,520kl

輸送。 

４月２８日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,388kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を33,830kl

輸送。 

４月２９日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,265kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を42,240kl

輸送。 

４月３０日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,271kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を28,680kl

輸送。 

５月 １日 

・内航タンカーは、燃料油等を35,050kl輸送。 

５月 ２日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,019kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を17,670kl

輸送。 

５月 ３日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,036kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を35,340kl

輸送。 

５月 ４日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,686kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を55,820kl

輸送。 

５月 ５日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,269kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を43,150kl

輸送、LPG等を 700ｔ輸送。 

５月 ６日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,217kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を14,670kl

輸送。 
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５月 ７日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,139kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を28,300kl

輸送。 

５月 ８日 

・内航タンカーは、燃料油等を69,250kl輸送。 

５月 ９日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,278kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を24,550kl

輸送、LPG等を 790ｔ輸送。 

５月１０日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,055kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を56,370kl

輸送。 

５月１１日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,908kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を49,970kl

輸送、LPG等を 390t輸送。 

５月１２日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,355kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を38,630kl

輸送。 

５月１３日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,782kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を29,000kl

輸送、LPG等を 790t輸送。 

５月１４日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,226kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を52,830kl

輸送。 

５月１５日 

内航タンカーは、燃料油等を46,655kl輸送。 

５月１６日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,581kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を55,180kl

輸送、LPG等を 1,450t輸送。 

５月１７日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,110kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を38,410kl

輸送。 

５月１８日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,577kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を29,290kl

輸送。 

５月１９日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,2491kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を32,905kl

輸送、LPG等を 5,000t輸送。 

５月２０日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を4,2071kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を30,590kl

輸送、LPG等を 1,510t輸送。 

５月２１日 
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・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を2,191kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を28,140kl

輸送。 

５月２２日 

・内航タンカーは、燃料油等を34,660kl輸送。 

５月２３日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,568kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を27,310kl

輸送。 

５月２４日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,305kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を16,420kl

輸送、LPG等を 700t輸送。 

５月２５日 

・ＪＲ貨物は、石油列車により燃料油を3,700kl輸送。内航タンカーは、燃料油等を27,710kl

輸送。 

 

（環境省) 

・動物用ゲージ1,777個、テント24張を購入し、４月中に被災自治体に配布すべく準備中。 

 

（財務省) 

３月１８日 

・税関監視艇１艇に税関の保有する災害用物資を支援物資として積載し、境港から函館港に

向けて出港。 

３月２０日 

・税関監視艇１艇に税関の保有する災害用物資を支援物資として積載し、新潟港から函館港

に向けて出港。 

・税関監視艇２艇が函館港に入港。 

３月２１日 

・税関監視艇積載の支援物資を釜石市に提供。 

３月２４日 

・税関監視艇３艇が支援物資を積載し、大湊港に入港。 

３月２８日 

・税関監視艇２艇による海上調査を実施。 

３月３０日 

・税関監視艇２艇が支援物資を積載し、久慈港に入港。 

４月１日 

・税関監視艇２艇が函館港から帰港。３艇体制から２艇体制に変え、支援活動を継続。 

４月２７日 

・（財）塩事業センターより約3,000トンの備蓄塩の追加供給を実施（３月17日、28日の供

給分と併せ、供給数量は合計で約10,200トン） 

 

（青森県) 

・毛布を12,029枚供給 
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（７）部隊派遣等の状況 
 警察庁  

 広域緊急援助隊等（5月 26日） 

 総数（累計）  ：約４２，０００名 

 派遣中の人員  ：約 ４，２００名 

 ヘリ運用（延べ）：    ５６６機 

 

 消防庁  

緊急消防援助隊の派遣状況（5月 19日 11:00） 

派遣部隊・人員の総数：約７,５００隊  約２８,４００名 

             （注）交代分を含む実際に派遣された部隊・人員の総数 

最大時派遣状況（3月 18日 11:00 時点） 

派遣部隊 １,５５８隊  派遣人員  ６,０９９名 

派遣中の部隊・人員の総数：     ２２隊  ８６名 

岩手県へ派遣：航空部隊（ヘリ）  １隊 

宮城県へ派遣：航空部隊（ヘリ）  ２隊 

福島県へ派遣：陸上部隊        １９隊 

 

 海上保安庁  

対応勢力（5月 26日 08:00） 

艦艇 ５４隻（巡視船３３隻、巡視艇１７隻、測量船３隻、航路標識業務用船１隻） 

航空機１９機（固定翼４機、回転翼１５機） 

特殊救難隊６名、機動救難士６名、機動防除隊４名 

のべ4,143隻、1,469機、1,430名 

 

 国土交通省 （5月 25日） 

緊急災害対策派遣隊（TEC-FORCE）   91名、のべ16,602名派遣 

災害対策機材（照明車、排水ポンプ車、衛星通信車、対策本部車等） 

64台、のべ15,168台派遣 

 

 自衛隊  

派遣規模（5月 22日 08:00） 

人員：約８２，１００名（最大派遣時：約１０７，０００名） 

（陸約６２，０００名、海約８，４００名、空約１１，４００名、 

原子力災害派遣部隊３００名） 

航空機：３２５機 

艦船：    ３２隻 

※３月１４日、東北方面総監を指揮官とする統合任務部隊を編成 

 



43 / 104 

（８）広域医療搬送及び医師等の派遣状況 
・予定及び調整中の広域医療搬送はなし。（内閣府4月 28日 17:00） 

・4月 27日までの広域医療搬送の実績（内閣府4月 28日 17:00） 

岩手県 花巻空港 → 千歳空港（２名）、羽田空港（６名）、秋田空港（５名） 

宮城県 松島空港 → 千歳空港（８１名） 

  霞目駐屯地 → 群馬県（１名）、山形県（４名） 

  山元町 → 東大グランド（２名）、高田駐屯地(新潟県)（４名） 

福島県 福島市 → 東大グランド（２名） 

  福島空港 → 羽田空港（３名） 

  福島第一原発の20～30km圏内病院 

    → 栃木県・群馬県・茨城県・埼玉県・新潟県（計６９２名） 

  福島第一原発の20～30km圏内社会福祉施設 

    → 福島県内他地域・栃木県・神奈川県・新潟県等（計１，０４４名） 

  磐城共立病院 

    → 亀田総合病院（千葉）（８名）、北里大学病院（神奈川）（５名） 

 

 ＤＭＡＴ  

・３月１９日１９：３０をもってＤＭＡＴの活動は、ほぼ終了（3月 21日 14:30） 

※最大193チームが活動  

 

 医師等の派遣状況  

＜医療チームの派遣調整＞（5月 20日 14:00） 

活動中：約358名、83チーム 

 累計 ：9,452名（1,973チーム） 

  （日本医師会、全日本病院協会、日本医療法人協会、国立病院機構、国立国際医療研究

センター、日本赤十字社、社会福祉法人恩賜財団済生会、労働者保健福祉機構（労災

病院）、学校法人産業医科大学（産業医科大学病院）、(社)全国社会保険協会連合会（社

会保険病院）、(財)厚生年金事業団（厚生年金病院）から派遣） 

 

＜薬剤師の派遣調整＞（5月 20日 13:00）  

活動中：69名（岩手県12名、宮城県34名、福島県23名） 

累計 ：1,428名 

（日本薬剤師会及び日本病院薬剤師会等から派遣） 

 

＜看護師の派遣調整＞（5月 20日 11:00） 

活動中：13名（岩手県で2名、宮城県10名、福島県1名） 

累計 ：1,192名 

（日本看護協会、日本精神科看護技術協会及び国立病院機構から派遣） 

 

＜歯科医師等の派遣調整＞（5月 20日 11:00）  

活動中：17名（宮城県17名） 
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累計 ：192名 

（日本歯科医師会等の関係団体から派遣） 

 

＜理学療法士等の派遣調整＞（5月 20日 12:00） 

活動中：10名（岩手県5名、宮城県5名） 

累計 ：60名 

（日本理学療法士協会、日本作業療法士協会及び日本言語聴覚士協会から派遣） 

 

＜保健医療の有資格者等の派遣調整＞（5月 20日 12:00） 

活動中：336名、105チーム（岩手県115名、宮城県173名、福島県48名） 

累計 ：609名（181チーム） 

 

＜心のケアチームの派遣調整＞（5月 20日 14:00） 

活動中：125名、29チーム（岩手県60名、宮城県42名、福島県23名） 

累計 ：1,747名（52チーム） 

 

＜要援護者の受入＞（5月 20日 14:00） 

受入可能人数：高齢者関係施設36,392名（うち特養12,379名、老健6,031名）、障害者 

関係施設8,946名、児童関係施設7,148名、保護施設919名） 

  受入状況（実績）：1,785名 

    岩手県から 介護施設等   227名 

    宮城県から 介護施設等   953名 

    福島県から 介護施設等   111名 

    福島県から 障害者施設等  494名（うち69人については、（独）国立重度知的 

障害者総合施設のぞみの園において受入れ） 

※ このほか、福島第一原子力発電所事故に伴う退避者（介護施設等入所者）を受入れ。 

（20 ｷﾛ圏内約500名、20～30 ｷﾛ圏内約980名、計約1,500名（都道府県間等で直接

調整した数を含む） 

 

＜介護職員等の派遣調整＞（5月 20日 14:00） 

派遣可能人数：８,０４２名 

活動中：９１名（岩手県15名、宮城県56名、福島県20名） 

累計 ：１，０６３名（岩手県258名、宮城県662名、福島県143名） 

 

（９）各省庁の活動状況 
（警察庁) 

 ３月１１日 

・１５：０７ 北海道警察広域緊急援助隊に待機指示。 

・１５：０７ 中部・近畿・中国の広域緊急援助隊に出動指示。 

・１５：３１ 北海道警１機、岩手県警１機、宮城県警２機、福島県警１機、警視庁１機が

被害調査のためヘリ出動中。 

CO849914
長方形

CO849914
テキストボックス
省略
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５．海外支援の受入れ状況  

（１）米軍による支援について 
３月１１日 

・１１日夜、外務大臣から駐日大使に対し、在日米軍による支援を正式に要請。防衛省から

も在日米軍に支援を要請済み。在日米軍との宮城県及び福島県の被災地における救助活動

の詳細につき、自衛隊、消防庁、警察庁、海上保安庁で調整中。 

３月１３日 

・空母「ロナルド・レーガン」：１３日６時現在、仙台沖に到着 

・強襲揚陸艦「エセックス」：１７日に現場海域へ 

・強襲揚陸艦「ブルーリッジ」：１８日に現場海域へ 

・空母「ロナルド・レーガン」他７隻が仙台沖で、非常用食糧約３万食を米軍ヘリを使って

海自艦船に輸送。その後、自衛隊が宮城県気仙沼市、石巻市等に輸送する日米共同対応が

実施された。また、同伴の艦船が探索・救難活動を実施している状態。 

・空母「ロナルド・レーガン」は、仙台沖で福島第一原発に由来する低レベル放射性物質を

検知。米側も文科省も問題ない量としている。同空母は、現在までに、岩手県宮古沖に北

上して活動を継続。 

３月１４日 

・普天間飛行場の海兵隊ヘリ８機が１４日までに厚木飛行場に到着。１４日、普天間飛行場 

の KC130給油機が食料品・医薬品を搭載して横田飛行場に到着した。 

３月１５日 

・東電からの要請及び官邸からの指示により、横田飛行場及び米軍根岸住宅地区(横浜市）か

ら、それぞれ消防車１台ずつが福島第一原子力発電所に向けて出発、同日東電に引き継ぎ。 

３月１７日 

・米軍のポンプ５基を九州等から横田飛行場に輸送。東電職員に対し使用方法を教示した後、

陸自車両で横田飛行場を出発。17日に小名浜コールセンター（第一原発の南約60km）に到

着。 

 米軍の活動状況（最大時） （4月 12日 17:00） 

空母・艦船：   約２０隻 

航空機：     約１６０機 

人員： 約２０，０００名以上 

 

（２）外国による支援 
・157の国・地域及び42の機関が支援意図を表明（一般的な支援表明、人的・物資支援、寄

付金）（5月 25日） 

 

 救助隊・専門家チーム等の受入れ状況 （5月 21日） 

○ 以下のとおり、27の国・地域・機関から救助隊・専門家チーム等が派遣されている。こ

のうち、現在2ヶ国１機関の専門家チームが活動中。 

 



95 / 104 

 国・地域・ 

機関名 

構成 日本到着 協力省庁 活動場所 備 考 

１ 韓国 スタッフ５名 

救助犬２匹 

3/12到着 

3/23出国 

警察庁 

防衛省 

 

宮城県仙

台市 

3/23撤収 

(第二陣) 救助隊102名 3/14到着 

3/23出国 

3/19新潟へ移動。

3/23撤収 

２ シンガポール スタッフ５名 

救助犬５匹 

3/12到着 

3/17出国 

警察庁 

防衛省 

福島県相

馬市 

3/15撤収 

３ ドイツ 救助隊員41名 

救助犬３匹 

3/13到着 

3/19出国 

消防庁 宮城県南

三陸町 

3/15撤収 

４ スイス 救助隊員27名 

救助犬９匹 

3/13到着 

3/19出国 

消防庁 宮城県南

三陸町 

3/16撤収 

５ 米国 救助隊144名 

(ﾌｪｱﾌｧｯｸｽ隊、ﾛｻﾝ

ｾﾞﾙｽ隊、各隊とも

救助犬を含む) 

3/13到着 

3/19出国 

消防庁 

警察庁 

防衛省 

岩手県大

船渡市、釜

石市 

三沢基地着 

3/19撤収 

 

原子力規制委員会

専門家11名 

米エネルギー省 

34名

ＰＮＮＬ２名 

3/13以降

順次到着 

 東京都、 

横田基地、 

福島県等 

成田空港、横田基

地等着 

活動中。 

６ 中国 救助隊員15名 3/13到着 

3/20出国 

消防庁 

防衛省 

岩手県大

船渡市 

3/20撤収 

７ 英国 救助隊員69名 

プレス８名 

救助犬２匹 

3/13到着 

3/19出国 

防衛省 

消防庁 

岩手県大

船渡市、釜

石市 

米国と共に行動 

3/17撤収 

８ ニュージー 

ランド 

先遣隊７名 

救助隊員45名 

3/13,14 

到着 

3/19出国 

消防庁 宮城県南

三陸町 

3/18撤収 

９   

 

国

連 

UNDAC 災害調整専門家７

名 

3/13,14 

到着 

3/23出国 

なし JICA東京 3/23撤収 

10 UNOCHA 災害調整専門家 

３名 

3/13,14 

到着 

4/2出国 

なし JICA東京 UNDACチームを引

き継ぎ活動 

4/2撤収 

11 メキシコ 救助隊員等12名 

救助犬６匹 

3/14到着 

3/19出国 

警察庁 宮城県名

取市 

3/17撤収 

12 豪州 救助隊員75名 

救助犬２匹 

3/14到着 

3/21出国 

消防庁 宮城県南

三陸町 

3/19撤収 

13 フランス 救助隊員等134名 3/14到着 警察庁 宮城県名 3/23撤収 
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(モナコ人11名を

含む) 

3/27出国 取市 

青森県八

戸市 

 

14 台湾 救護隊員28名 3/14到着 

3/19出国 

警察庁 宮城県 

名取市 

岩沼市 

物資についても 

輸送 

3/18撤収 

15 ロシア 救難隊員75名 

 

3/14到着 

3/22出国 

警察庁 宮城県石

巻市 

3/18撤収 

 

(第二陣) 救助隊員81名 

 

3/16到着 

3/22出国 

警察庁 宮城県石

巻市 

16 モンゴル 救助隊員12名、 

非常事態省長官 

1名 

3/15到着 

3/21出国 

警察庁 宮城県名

取市、岩沼

市 

 

3/19撤収 

17 国連世界食糧

計画(ＷＦＰ) 

物流支援要員13名 3/15以降

順次到着 

なし 東京都 

宮城県 

岩手県 

可動式倉庫設営、

ニーズ調査。 

活動中。 

18 イタリア 調査隊員６名 3/16到着 

3/21まで

に順次出

国 

なし 東京都 3/21撤収 

19 インドネシア 救助隊員11名 

医療・事務員４名

3/18到着 

3/27出国 

なし 宮城県気

仙沼市、塩

竈市、石巻

市 

自国民の安否確認

を含む人道支援活

動。 

3/23撤収 

20 南アフリカ 救助隊員45名 3/18到着 

3/27出国 

警察庁 宮城県岩

沼市、名取

市、石巻

市、多賀城

市 

3/25撤収 

21 IAEA 放射線計測専門 

家チーム16名 

海洋放射線計測専

門家１名 

IAEA国際支援 

調整官１名 

3/18以降

順次到着 

4/20まで

に順次出

国 

文科省 

 

東京近辺、

福島県 

4/20撤収 

食品モニタリング

専門家チーム３名

(FAO職員 1名を含

む) 

3/26到着 

4/1出国 

厚労省 

農水省 

自治体 

福島県、 

茨城県、 

栃木県、 

群馬県、 

4/1撤収 
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東京都 

沸騰水型原子炉

(BWR)専門家３名 

4/3,7到着

4/12出国 

保安院 東京都 

福島県 

4/11撤収 

IAEA調査団 5/24到着 

（一部は先に

到着） 

 東京都 

茨城県 

福島県 

活動中 

22 トルコ 救助隊員32名 3/19到着 

4/11出国 

警察庁 宮城県利

府町、多賀

城市、石巻

市、七ヶ浜

町等 

4/8撤収 

23 イスラエル 医療支援チーム 

53名 

3/27到着 

4/11出国 

なし 宮城県 

栗原市 

南三陸町 

4/10撤収 

24 インド 災害対応隊46名 3/28到着 

4/8出国 

警察庁 宮城県利

府町、 

女川町 

4/6撤収 

25 ヨルダン 医療支援チーム4

名 

4/25到着 なし 福島県 5/12撤収 

26 タイ 医療支援チーム2

名×2チーム 

5/6到着  福島県内 活動中 

27 スリランカ 復旧支援チーム

（災害管理省職

員）15名 

5/12到着  宮城県石

巻市 

活動中 

 

 救援物資の受入れ状況 （5月 25日） 

○ 政府ベースではこれまでに55の国・地域・機関から救援物資の受入れが決まっている。 

 国・地域・

機関名 

救援物資 日本到着 配送先 

１ 

米国 米国際開発庁から救援物資(寝袋、簡易ベ

ッド、石油ストーブ、灯油等)、放射線防

護服（1万着） 

米軍から貨物約3,100 ﾄﾝの輸送(食料品(約

280 ﾄﾝ)、水(770万 L)、燃料(約 4.5万 L)

の配布を含む)、消防車(2台)、ポンプ(5

機)、NBC対処用防護服(99セット)、ホウ

素(約 9 ﾄﾝ)、大型放水用ポンプ(１式)、淡

水を積載したバージ船（2隻） 

随時 各地 
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米国防総省より放射線線量計(31,000 枚) 

イリノイ州より個人線量計（2,000枚） 

２ 

国連児童基

金 

(ユニセフ) 

水(約 5万 5,000本)、子ども用下着(約 27

万枚)、靴、おもちゃ、ぬいぐるみ、教育

キット、レクリエーションキット、絵本、

通学鞄(文房具入り)、ランドセル、防犯ブ

ザー、椅子、テーブル、パソコン、コピー・

FAX複合機、ﾌﾟﾘﾝﾀｰ、軽自動車、仮設トイ

レ、移動式黒板等 

随時 岩手県 

宮城県 

福島県他 

３ 

 

中国 12人用テント(500張)、6人用テント(400

張)、毛布(2,000枚)、手提げ式応急灯(200

個) 

3/14 宮城県 

水(6万本)、使い捨てゴム手袋(325万組) 3/28 宮城県 

茨城県他 

仮設トイレ(60個)、厚手ゴム手袋(10,000

組)、スニーカー(25,000足) 

3/31 宮城県 

ガソリン(1万ﾄﾝ) 4/2 各地 

ディーゼル油(1万ﾄﾝ) 4/3 各地 

４ 

香港 缶詰(約 2万個) 4/9 福島県 

缶詰（約1万個） 4/19 福島県 

靴下（約3万足） 4/20 福島県 

５ 

台湾 発電機(688台)、毛布(1,599箱)、寝袋

(2,587箱)、スリーピングマット(236箱)、

衣類(防寒着等含む)(4,488 箱)、食品(16.5

ﾄﾝ及び 9,444 箱)、ストーブ(900台)、マス

ク(404箱)、カイロ(150箱)、飲料（870箱）、

手袋（42箱）、暖房器具(53台)、ﾏｯﾄﾚｽ（33

箱）、粉ミルク（895箱）、ﾏﾌﾗｰ（21箱）、

ﾅﾌﾟｷﾝ（10箱）、枕（16箱）、ｷﾙﾄ（408箱）、

ﾃｨｯｼｭ（20箱）、ﾄｲﾚｯﾄﾍﾟｰﾊﾟｰ（30箱）、懐

中電灯（3箱）、ﾀｵﾙ（48箱）、納体袋(24箱)

3/14～28 宮城県 

福島県 

岩手県 

新潟県 

山梨県 

６ 
モンゴル 毛布(約 2,500 枚)、セーター・靴下等の防

寒衣(計約800着・足) 

3/14～15 宮城県 

 

７ 

インド 毛布(26,740枚) 3/16～30 栃木県他 

水(750ml×約 1.3万本(約 10 ﾄﾝ分)) 3/23 宮城県 

ビスケット(約 10 ﾄﾝ) 3/28 宮城県 
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８ 

カナダ 毛布(約 25,000 枚) 

 

 

3/17  宮城県 

山形県 

神奈川県 

放射線サーベイメーター(153個)、個人線

量計(40個)、放射線線量計(5,005枚) 

4/6 福島県他 

９ 

タイ 毛布(約 20,000 枚) 

 
3/17 栃木県 

山形県他 

ｻﾊﾞｲﾊﾞﾙｷｯﾄ(500 ｾｯﾄ)、寝袋(1,000個)、缶

詰(約 2.8万個)、ﾗｰﾒﾝ(2.8 万食)、懐中電

灯(約 130本)  

3/18～4/15 岩手県 

宮城県 

福島県 

懐中電灯(約 400本)、ﾏｽｸ(約 1万枚)､毛布

850枚 

埼玉県 

東京都 

神奈川県 

水(1.5L×約 9,000本)  茨城県 

防寒具(420箱)、缶詰(17箱)､ｻﾊﾞｲﾊﾞﾙｷｯﾄ

(600 ｾｯﾄ)､水(500ml×4.5万本)、ﾗｰﾒﾝ(252

食) 

岩手県 

毛布(14,000枚)、防寒具（約400着） 岩手県 

福島県 

東京都 

ﾏｽｸ(約 2千枚) ＪＥＮ 

毛布（約1,700枚）、ラーメン（300箱）、

マスク（５万４千枚）、懐中電灯（500本）、

サバイバルキット(1,500 セット) 

北海道 

岩手県 

宮城県 

10 ウクライナ 毛布(2,000枚) 3/17 栃木県 

11 
国際電気通

信連合(ITU)

衛星移動通信端末等の貸与(153台) 3/17～22 岩手県 

宮城県他 

12 

インドネシ

ア 

毛布(約 10,000 枚) 3/18～20 岩手県 

山形県 

埼玉県 

食料（非常食缶詰：おかず缶詰セット200

箱、甘味類缶詰セット1,000箱） 

5/7 宮城県 

13 キルギス 水(ミネラル・ウォーター約 2.5 ﾄﾝ) 3/18 宮城県 

14 フランス 毛布(8,000枚) 3/19 山形県 
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毛布(6,870枚)、マスク(97万 2千枚)、防

護服・防護マスク(約 2万ｾｯﾄ)、放射線ｻｰﾍﾞ

ｲﾒｰﾀｰ(239 個)、個人線量計(35個)、ポン

プ(10台)、発電機(5台)、空気圧搾機(5台)、

環境測定車両(3台)、環境測定被牽引車両

(1台)、医薬品(5 ﾄﾝ)、消毒用アルコール

(12 ﾄﾝ)、食料品(10 ﾄﾝ)、水(0.5L×10万

800本) 

3/25 宮城県 

岩手県 

福島県 

茨城県他 

防護服(1,000 着) 4/5 防衛省 

放射線計測器(放射線ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀｰ(103個)、

個人線量計(310個)、放射線線量計(1,161

枚))等の原子力関連物資 

4/10 福島県オフ

サイトセン

ター 

15 

シンガポー

ル 

毛布(4,350枚)、水(0.5L×1万本、1.5L×

1万本)、マットレス(200個)、ポリタンク

(20ℓ水用×3,000個)、非常食(4,400食) 

3/19 

 

 

宮城県 

ポリタンク（500個） 4/21 

16 

韓国 毛布(6,000枚)、水(100トン) 3/19 福島県 

食料(ﾚﾄﾙﾄ焼飯(30,000 食)、ﾁｮｺパイ

(120,000袋)、ﾗｰﾒﾝ(129,024食)等)、長靴

(4,000足)、ゴム手袋(12,000個)、ﾍﾟｯﾄﾎﾞ

ﾄﾙ茶(14,000本) 

3/27 宮城県 

水(480 ﾄﾝ)、海苔、レトルトご飯 4/2 宮城県 

マスク(2万個)、石けん(2万個)、作業用

手袋(3,500組)、レトルト炊き込み御飯

(2,800食) 

4/5 岩手県 

放射線サーベイメーター(20個) 5/4 東電 

抗菌石けん1万個、タオル5万枚、ウェッ

トティッシュ1,000個 

5/18 岩手県遠野

市 

室内履き（健康トッポソン）700組、タオ

ル1,000枚、ウェットティッシュ500個 

5/18 宮城県石巻

市 

ウェットティッシュ1,000個 5/18 福島県福島

市 

ウェットティッシュ90個 5/18 山形県上山

市 

17 
ロシア 毛布(17,200枚)、水(3.6 ﾄﾝ) 3/19 宮城県 

個人線量計（400枚）、マスク（5,000個） 4/9 農林水産省 

18 
コロンビア 水、黒砂糖、食料、調味料、トイレットペ

ーパー等 

3/22 宮城県 
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19 
ウズベキス

タン 

テント(200張)、毛布(2,000枚)、防寒長

靴(2,000足) 

3/23 福島県 

宮城県 

20 
イラン 缶詰5万個(ツナ、インゲン豆：各2.5万

個) 

3/24、31 宮城県 

21～29 

(ＥＵ自体

も貢献があ

り、国際機

関としてカ

ウント) 

EU 22 オランダ マットレス(1,998台) 3/24 茨城県 

23 デンマーク 毛布(23,310枚) 3/24、29 茨城県 

栃木県 

24 リトアニア 毛布(2,000枚)、寝袋(300

個) 

3/24 茨城県 

25 フィンラン

ド 

放射線ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀｰ(52個) 3/26及び

4/7 

茨城県 

水容器（130点）、スチール

製水筒（2,800個）、マット

（880点） 

4/25 茨城県 

26 ハンガリー 食料品(カップラーメン

(39,864食)、桃缶(8,640

個)、チョコバー(27,000

個))、チョコかけアップル

チップ(28,800 袋)(合計

16.7 ﾄﾝ分) 

4/6 

 

宮城県 

 

27 スウェーデ

ン 

屋外作業用手袋(10,000

点)、ゴムブーツ(296足) 

4/6 

 

宮城県 

 

毛布（7,125枚） 4/21 茨城県 

28 スロバキア 衣料品(Ｔシャツ(1,000

点)、ズボン(1,000点)、シ

ャツ(1,000点)、プルオー

バー(1,000点))、靴(1,000

足)、寝袋(112個)、テント

(14張) 

4/6 

 

宮城県 

 

キャンプ用ベット（112台） 4/21 茨城県 

29 ブルガリア ベッド（168台） 4/24 茨城県 

30 オーストリ

ア 

毛布（2万枚）、ジェリカン

（450個） 

4/27、28、30

及び5/1 
茨城県 

31 
ベネズエラ 毛布(5 ﾄﾝ)、缶詰(1,190箱)、水(約 2.8 ﾄﾝ) 3/24 福島県 

宮城県 

32 マレーシア 食料品パック(2,000個) 3/24 宮城県 

33 

国連世界 

食糧計画

(WFP) 

栄養強化ビスケット(50万個)、可動式倉庫

(45基)、ﾌﾟﾚﾊﾌﾞ(41棟)、各国等からの救

援物資(毛布、食料等)の国内輸送を実施。

3/24、25 宮城県 

岩手県 

福島県 
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34 

フィリピン 食料品パック(1,500個)、カップ麺(12,000

食)、バスタオル(1,000枚)、マット(1,000

枚)、防塵マスク(5,000枚) 

3/25 岩手県 

宮城県 

マット（500枚） 4/18 岩手県 

 

35 

パキスタン 水(1.5Ｌ×500本)  

3/26 

 

岩手県 

常温保存可能牛乳パック(9 ﾄﾝ) 

高カロリービスケット(13.5 ﾄﾝ) 

宮城県 

36 ネパール 毛布(5,000枚) 3/26、27 埼玉県 

37 

イスラエル コート(1万着)、ｱｸﾘﾙﾌﾘｰｽ毛布(6,000 枚)、

手袋(8,290組)、携帯トイレ(150個) 

3/27 福島県 

医療機器 4/10 南三陸町 

38 

メキシコ 保存食料(約 8.4 ﾄﾝ)、衛生物品セット(約

3.4 ﾄﾝ)、水(約 6.8 ﾄﾝ) 

3/27 宮城県 

茨城県 

使い捨てゴム手袋（3,300セット） 4/21 福島県 

宮城県 

39 

英国 水(約 100 ﾄﾝ) 3/28 茨城県 

個人線量計（195台）、放射線ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀ（ー135

個）、防護マスク同マスク用交換フィルタ

ー、防護フード 

4/2 東電 

放射線ｻｰﾍﾞｲﾒｰﾀｰ(249個)、防護マスク等 4/12 原子力被災

者生活支援

チーム 

カップヌードル15万食 5/2 宮城県石巻

市、岩手県 

40 

 

国連難民高

等弁務官事

務所(ＵＮＨ

ＣＲ) 

ソーラーランプ(1,794個) 3/29 宮城県 

ソーラーランプ(1,800個) 4/18 宮城県 

折りたたみ式水汲み容器（1,000個） 

プラスチック防水布（ビニールシート

3,000枚、ビニール・ロール250個） 

5/3 石巻市 

41 
バングラデ

シュ 

毛布(2,000枚)、ゴム長靴(500足)、ゴム

手袋(1,000組) 

3/31 新潟県 

宮城県 

42 

トルコ 毛布・シーツ(5,000枚)、ツナ缶(約 40,000

個)、ウズラ豆缶(約 20,000 個)、水(18.5 ﾄ

ﾝ) 

4/4 宮城県 

福島県 

東京都 

43 ウルグアイ コンビーフ缶(4,600個) 4/4 宮城県 

44 
グアテマラ クラッカー・トマトソース等保存食

（15,008キット）、栄養ドリンク（15,000

4/9 宮城県 

茨城県 
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個）、水(600ml×10,008本) 神奈川県 

45 

タンザニア インスタントコーヒー、缶詰（405缶） 在京大使館

が本邦で購

入 

宮城県 

 

46 

 

カザフスタ

ン 

牛肉の缶詰（4万 2,500個） 4/12 宮城県 

牛肉の缶詰（4万 750個） 4/18 宮城県 

47 
ポルトガル 子供服（1,500着） 4/14 福島県会津

若松市 

48 

豪州 

 

 

食料（クッキー、ビーフ・ジャーキー、レ

トルトのビーフカレー、缶野菜スープ、ド

ライ・フルーツ等）（1,500人分）、ぬいぐ

るみ（1,500個） 

4/23 

 

 

 

宮城県南三

陸町 

 

 

49 

スリランカ 紅茶ティーバッグ（300万袋） 4/24 宮城県、気仙

沼市、南三陸

町、石巻 

50 チリ 米 100Kg 4/26 
宮城県南三

陸町 

51 クウェート サッカーボール240個、文具等 4/28 
宮城県気仙

沼市 

52 ベトナム 

大人用下着上下（男女それぞれ 12,000 着

ずつ）、女児用下着（4,500着）、タオル（3

万枚）、割り箸（3万膳）、靴下（3万足） 

4/28 

岩手県遠野

市、岩手県

庁、宮城県亘

理町、宮城復

興支援セン

ター 

53 
サウジアラ

ビア 
LPガス（2,000万ドル相当） 5/11 各地 

54 チュニジア ツナ缶（6万個） 5/16 
宮城県仙台

市 

55 
アフガニス

タン 

ガスコンロ(１台)、照明器具５台を１世帯

用のセットとして20セット 
5/20 

茨城県つく

ば市 

 

 寄付金の受領  

○ 政府ベースではこれまでに80の国・地域・機関から寄付金を受領している（総額約157

億円以上）。 

米国、台湾、モンゴル、カナダ、タイ、インドネシア、キルギス、フランス、シンガポー

ル、韓国、ロシア、欧州委員会、オランダ、メキシコ、バングラディシュ、ウルグアイ、

フィンランド、スロバキア、タンザニア、カザフスタン、豪州、ブルガリア、ＮＺ、パプ
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アニューギニア、トンガ、サモア独立国、ブータン、スリランカ、ラオス、ブルネイ、東

ティモール、アイスランド、アンドラ、アイルランド、エストニア、バチカン、ラトビア、

ルクセンブルク、オーストリア、スロベニア、クロアチア、セルビア、チェコ、ギリシャ、

アゼルバイジャン、グルジア、ブラジル、パラグアイ、アルジェリア、アフガニスタン、

オマーン、ガボン、スーダン、赤道ギニア、エリトリア、ナミビア、ボツワナ、マダガス

カル、ルワンダ、アルメニア、ミャンマー、カンボジア、ベトナム、タジキスタン、モン

テネグロ、モルドバ、ベラルーシ、アルバニア、ボスニア・ヘルツェゴビナ、ジャマイカ、

ニジェール、ガイアナ、セネガル、マリ、コンゴ共和国、ケニア、マケドニア、カタール、

ポーランド、ガンビア 

 

（３）在日外国人の安否確認 
・在京外交団や国際機関の関係者は無事であり、仙台市にある韓国総領事館（東北４県にあ

る唯一の外国公館）も館員の無事を確認済み。 

・ＪＩＣＡの研修生や国際交流基金の招待計画で来日中の外国人の安全は確認済み。 

・東北地方にいる外国人の安否は、在京各大使館や旅行代理店と連携して情報収集中。 

・外務省ホームページに本地震に関するサイト（日本語・英語）を立ち上げ済み。３月１５

日より中国語、韓国語でも情報発信を開始。 

・在日外国人対応のため、岩手県及び宮城県に外務省職員（中国語専門家）計６名を派遣 

・各在京大より在日外国人の安否確認依頼情報を聴取して取りまとめ、警察庁と情報共有。

今後の身元確認のため、３月22日 17時より在京大使館へ説明会を実施。 




